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科学技術動向  概　要
本文は p.4 へ
本文は p.11 へ
巨大地震に備えた消防防災研究の方向性（その 2）
―消防防災科学技術高度化戦略プラン 2012―
コンピュータシステムの高性能化への動き
―プロセッサと主記憶間のデータ移動に関する課題の改善―
　消防庁は、東日本大震災の甚大で超広域にわたる被害調査の結果明らかにされた消防防災科学技術の
課題も踏まえて、平成 24 年 10 月に「消防防災科学技術高度化戦略プラン 2012」を取りまとめた。こ
の戦略プランは、東日本大震災が提起した課題だけでなく、台風・豪雨等の自然災害、プラント事故、
社会環境の変化も視野に入れた、今後 5年間程度の期間を想定した消防防災研究の方向性を示すもので
ある。東日本大震災後 2年半が経過し、「不整地走行車の開発」、「石油コンビナート地域の地震動被害
推定システム」等、震災をきっかけに開始された研究には具体的な成果が見え始めているものがある。
　今回の東日本大震災が改めて示したのは、「地震が発生するとその前の地震とは異なる被害の様相を
見せること」であり、すべてに備えることが不可能である以上、「国民が正しい選択を行うための情報
を提供し、備えられるようにする」ことが消防防災科学技術の使命であり、したがって「起きたことだ
けではなく、起きなかった潜在する危険性についてもしっかりと対応していくことが、消防防災科学技
術の戦略では不可欠」ということである。
　スーパーコンピュータをはじめとしたコンピュータシステムにとって、性能面、電力効率面で直接的
な影響をもつデータ移動に関する課題への対応は重要な研究開発テーマである。データ移動課題とは、
データの移動時間が全体の性能を律速してしまうとともに電力消費の増加を招くことである。中でも、
頻繁なデータアクセスが行われるプロセッサと主記憶間のデータ移動の課題は深刻である。
　現在、その改善に向けて、シリコン貫通電極（TSV）を用いた 3次元積層技術の実用化の動きが出て
きており、米国を中心とした標準化活動や産業界での製品化の動きが見える。
　データ移動課題に対しては、メモリデバイスの進化に合わせたメモリ階層の最適な設計、ハードウェ
ア・ソフトウェアにおける革新的な解決策の創出などが必要であり、アカデミア、産業界ともに積極的
に取組むべき研究開発テーマである。さらに 3次元積層技術に関しては、日本は長年にわたり研究開発
を進めてきており、知的財産・経験・人材面で世界的に優位な位置にある。これらを活かし、米国を中
心として進む実用化の動きに対して積極的に国際連携の道を探り、技術の継承と発展を図るべきである。
本文は p.17 へ
電子黒板（インタラクティブ・ホワイトボード）
導入による教育の ICT化に向けて
　世界の教育現場では、ここ数年で電子黒板と生徒用の情報端末の導入が急速に進み、日本は大きく出
遅れている。しかし、日本でも「世界最先端 IT国家創造宣言」や「日本再興戦略 ‒JAPAN is BACK‒」
において、教育の ICT化への本格的な動きが見え始めてきた。最終的には、生徒が持つ情報端末と連携
すべきであるが、先ずは、従来の教育方法との親和性が高い電子黒板の全教室への導入を優先し、教師
が日常的に使える環境を整えていくことが重要である。導入に当たっては、種類やタイプの特徴を理解
した上で使用目的に合った使いやすいものを選定する必要がある。超短投写プロジェクターを用いた壁
面固定式の電子黒板は既存黒板との親和性が高く、安価で省電力性に優れる。また、教育に対する電子
黒板の有効性は実証されており、操作や使用法に対する教員の習熟や教材コンテンツの集積によってさ
らなる効果が期待される。有効利用のための様々なサポートも望まれ、ICT支援員の役割も重要である。
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各国の地球観測動向シリーズ（第 4回）
ロシアの地球観測活動の方向性
―世界シェアの獲得と商業化による地球観測利用の拡大―
　ロシアは世界最大のロケット打上げ実績・有人宇宙飛行実績を有する宇宙開発大国である。その反面、
地球観測活動については米欧のみならず中国やインドなどの宇宙先進国にも後れを取っており、効率性
向上・世界シェアの拡大・商業部門の再編成などが課題となっている。財政的に厳しい制約がある中で、
衛星数の増加計画、国際災害チャーターへの参加、画像販売企業の競争的な発展など明るい兆しも見ら
れる。地球観測の応用面では、政府の各省、宇宙機関、気象機関などが地球観測衛星の画像データを収
集・解析し、北極海の海氷監視、災害対応、環境監視、森林管理などの定常的な活動に役立てている。
　夏季の北極海の海氷は地球温暖化の影響により年々縮小しており、北極海航路が将来の海上輸送の大
動脈になると期待されている。我が国も欧州への最短航路として注目している。北極海航路を航行する
船舶を先導する砕氷船は、衛星技術を駆使している。
　また、ロシアでは洪水や床下浸水など水災害の割合が高くなっている。2013 年から国際災害チャー
ターに参加し、衛星による観測データを災害対策に利用している。
本文は p.23 へ
健康長寿のために重要な
身体活動量の測定に係る課題
　国内外の大規模研究等により、スポーツや生活活動等の身体活動量を増やすことが様々な疾病の発症
率を引き下げ、寿命を伸ばす効果があることが判明している。身体活動量を測る活動量計も普及しつつ
あるが、階段の上り下り等、一部の活動における身体活動強度の推定誤差が大きいという問題がある。
様々な活動の強度を精度良く計測可能な活動量計が普及すれば、個人の身体活動量に関する高品質な
データが得られ、医療への利用が期待されるとともに、疫学研究にも利用され、身体活動と健康の関係
に関する研究が進展することが期待される。そして、各個人が自分の健康を自分で管理していく、いわ
ゆるセルフメディケーションのための効果的なツールになることが期待される。以上を踏まえ、国とし
て活動量計の精度基準を検討し、制定すること、一般の活動量計の精度評価にも使用可能な高精度な活
動量計の研究開発を推進すること、そして活動量計を用いて得られた統計データを活用して、より健康
長寿になる身体活動の条件を見出すための研究を推進することを提言する。
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　前報1）では、東日本大震災に対する緊急消防援助
隊派遣等の消防の対応、消防庁消防研究センターが
中心となって実施した被害現地調査の概要を紹介
し、津波被災市街地の延焼火災、コンビナート地域
の被害等の調査特徴と、調査の結果明らかとされた
消防防災の科学技術的課題について整理した。本報
では、東日本大震災が提起した課題を踏まえて策定
された「消防防災科学技術高度化戦略プラン 2012」
について紹介する。この高度化戦略プランでは、東
日本大震災が提起した課題が大きな部分を占める
が、台風・豪雨・土砂災害他の自然災害やプラント
事故、その他の消防が抱える課題も包含するものと
なっている。さらに、東日本大震災から 2年半が経
過した現時点で達成された成果を紹介し、今後発生
が懸念される巨大地震に備えた消防を中心とした
防災研究開発の方向性について提言する。
巨大地震に備えた
消防防災研究の方向性（その2）
―消防防災科学技術高度化
戦略プラン2012―
　消防庁は、東日本大震災の甚大で超広域にわたる被害調査の結果明らかにされた消防防災科学技術の
課題も踏まえて、平成 24 年 10 月に「消防防災科学技術高度化戦略プラン 2012｣ を取りまとめた。こ
の戦略プランは、東日本大震災が提起した課題だけでなく、台風・豪雨等の自然災害、プラント事故、
社会環境の変化も視野に入れた、今後 5年間程度の期間を想定した消防防災研究の方向性を示すもので
ある。東日本大震災後 2年半が経過し、「不整地走行車の開発」、「石油コンビナート地域の地震動被害
推定システム」等、震災をきっかけに開始された研究には具体的な成果が見え始めているものがある。
　今回の東日本大震災が改めて示したのは、「地震が発生するとその前の地震とは異なる被害の様相を
見せること」であり、すべてに備えることが不可能である以上、「国民が正しい選択を行うための情報
を提供し、備えられるようにする」ことが消防防災科学技術の使命であり、したがって「起きたことだ
けではなく、起きなかった潜在する危険性についてもしっかりと対応していくことが、消防防災科学技
術の戦略では不可欠」ということである。
キーワード：消防，防災，東日本大震災，地震，火災，津波，戦略プラン
松原 美之　浦島 邦子　
科学技術動向研究
　概　　要
　消防庁では平成 13 年度より、消防防災の科学技
術に関しては 5年間程度の期間を想定した戦略プ
ランを策定してきた2）。東日本大震災が発生した
平成 23 年は、その戦略プランの見直しの時期に当
たっていた。「第 4期科学技術基本計画」（平成 23 年
8 月 19 日閣議決定）3）でも、新たな基本方針として
「震災からの復興、再生の実現」が盛り込まれた。こ
1 はじめに
2 消防防災科学技術高度化戦略プラン
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うしたことから、消防防災科学技術戦略プランの見
直しに際しては、東日本大震災が提起した課題への
対応が当然に盛り込まれることとなり、外部有識者
も加わった審議を経て、平成 24 年 10 月に「消防防
災科学技術高度化戦略プラン 2012」（以下、「戦略プ
ラン 2012」）としてまとめられた4）。改訂された「戦
略プラン 2012」では、「安心・安全な社会の実現」、
「一層の実用化を目指した研究開発の推進」、「研究
開発成果を消防防災分野の社会システムの高度化
につなげる」という 3つの基本方針のもと、消防防
災の科学技術の課題が「社会システムの高度化につ
なげるための研究推進」、「東日本大震災等により現
出した課題への対応」、「社会構造の変化」、「研究推
進体制の充実」と整理されている。東日本大震災等
と、課題名に“等”が付されているのは、東日本大
震災後に発生した、台風、集中豪雨、プラント事故
についても消防防災の科学技術が対応することが
求められているからである。また、東日本大震災後
の原子力発電所の停止が提起した電力問題は、「新
たな社会構造の変化」にもつながっている。重点的
研究領域について、「戦略プラン 2012」では以下の
5つの領域が設定された。
①　地震・津波・風水害等から住民を守る
②　複雑化、多様化する火災から住民を守る
③　救える命を救う
④　産業施設の安全を確保する
⑤　消防職団員の安全を確保する
　これらの研究について、消防庁は消防研究セン
ターなどを活用して自ら実施するとともに、消防防
災科学技術研究推進制度（消防庁の競争的研究資
金）を活用し、各消防本部の研究部門や他省庁研究
機関等との連携を図り推進することを「戦略プラン
2012」は提言している。「戦略プラン 2012」では、消
防行政の分野別という視点からも、図表 1に示すよ
うに研究課題を整理している。
図表 1　消防行政分野別で整理した課題（一部抜粋）
出典：参考文献 9、10 を基に科学技術動向研究センターにて作成
　東日本大震災の発生を受けて、消防研究センター
は現地調査を実施し、その調査結果を踏まえなが
ら、研究の 5か年計画を変更している。変更された
研究の概要を図表 2に示す。
　巨大災害発生直後の被害全貌の早期把握、津波浸
水地域や土砂災害現場等での消防活動に必要な技
分野別戦略プラン
「分野別戦略プラン」による研究開発は、消防研究センターを中心に進められるとともに、「競争的研究資金制度」を活
用して推進する研究開発の指針として位置づけられるものである。また、消防本部、大学等研究機関、関係業界等に
おいても関連する研究開発が推進されることを望むものである。
1. 火災予防・防火
◆社会構造の変化への対応
◆予防対策
◆消防設備機器開発
◆総合的な防火安全対策
◆大規模火災時の安全対策
2. 大規模災害への応急対応・減災
◆地震、火山噴火、豪雨災害等への定量的被害シナリオ構築
◆被害シナリオへの対応技術効果的教育、訓練の計画実施
◆意思決定と効果的な応急対応
◆地震火災への効果的消防力の投入
◆安全な避難情報の提供
◆延焼状況の適切な把握に基づく緊急消防援助隊の配備
◆津波被害、津波火災の発生予測
◆津波避難ビルの適切な指定
3. 大規模災害における防災情報
◆通信の確保
◆情報把握・伝達
◆消防機関等行政機関の災害対応支援
4. 消火
◆消火困難な火災に対する消火技術の検討
◆環境負荷の低い泡消火剤の消火性能評価
◆津波浸水域での消火技術の開発
5. 救助
◆高性能な救助資器材等の開発
◆活動現場での安全を確保するための技術開発
6. 救急
◆救急関連事故（交通事故、医療事故等）の調査分析
◆救急需要増加対策
◆救急医療体制
◆応急手当の高度化
◆救急指令業務
◆救命処置
◆救急隊員教育
◆津波浸水域での救急搬送技術
◆救急搬送技術
7. 危険物施設等の安全確保
◆地震や津波による被害を予測する技術や被害を軽減させるた
めの技術開発
◆事故分析技術の開発
◆新エネルギー関係の火災危険性
◆特殊災害対応
8. 特殊災害に対する安全確保
◆放射線等に対する安全を確保する技術
◆ナトリウム、リチウム等の特殊な危険物の燃焼性状・消火方法
◆廃棄物等の火災に関する燃焼性状・消火方法
9. 国民保護・NBC災害対応
◆最先端技術を活用した避難誘導や情報伝達等の円滑な実施
◆防護資器材の高度化による消防隊員の安全を確保する技術
◆毒・劇物等危険区域の設定に関する研究
3 東日本大震災を受けた消防防災研究の状況
現状を把握しての研究計画変更3-1
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図表 2　東日本大震災を踏まえた消防庁消防研究センターの研究計画
環境で消防活動（消火・救助）を可能とするために、
既存の水陸両用車をベースに、東日本大震災で活動
した消防本部の経験のヒアリング調査に基づいて
仕様を検討しながら開発を進めている。
　新潟県中越地震（2004 年）時に提起された、山間部
をはじめとする「災害情報中継困難地域の存在」を
解決する為に、我が国で開発された「ヘリコプター
直接衛星通信システム（ヘリサット）」の技術を導入
しようという努力がようやく実り、2013 年 3 月に、
図表 3　開発中の不整地走行車
3‒2‒1　ハード面からの研究
　東日本大震災の発生から 2年を経過し、消防防災
科学技術に関しても、研究成果が出始めているの
で、以下簡単に紹介する。図表 3は、開発中の不整
地走行車の実験模様である。ガレキと水が混在する 出典：参考文献 9、10 を基に科学技術動向研究センターにて作成
出典：参考文献 9、10 を基に科学技術動向研究センターにて作成
術開発、危険物施設の地震被害の解析と対策、集積
ガレキ・再生エネルギーなどの安全性確保などの
課題が、東日本大震災を受けて追加され、新規の課
題研究に着手する為に、いくつかの研究課題につい
ては開始年度を遅らせることとした。この消防研究
センターの研究計画については「平成 24 年度科学
技術重要施策アクションプランの対象施策につい
て―社会的課題の解決に向けた科学技術最重点施
策―」（科学技術政策担当大臣・総合科学技術会議
有識者議員、平成 23 年 10 月 5 日）における「震災
からの復興・再生並びに災害からの安全性向上」の
柱の中で重要施策として盛り込まれることとなっ
た5）。
危険性物質と危険物施設の安全性向上
津波による石油タンクの流出、損
傷及び危険物流出事故が発生
連動型巨大地震の発生が危惧される｡
このような地震による被害への対応を的
確に行うために石油コンビナートでの強
震動予測、津波時等の石油タンクの損
傷形態とその発生防止策の研究及び被
害予測に向けた研究を行う。
津波による
石油タンクの損傷
連動型巨大地震の
地震動予測
石油コンビナートの
強震動予測・津波被害予測
被害形態調査
消防活動の安全確保
多くの出動要請があり通常より少
ない隊員で対応．余震等により災
害が拡大．
消防活動及びその安全の確保が難しい．
消防活動を着実に遂行するための研究
開発を行う。
救助活動中の土砂崩
れを予測して消防隊員
の生き埋めを防ぐ
地震後の斜面崩壊
（斜面がすべっている中で救助活動）
津波水・ガレキが滞留する領域でも消防
活動が可能な踏破性能が高い消防車両
消火タイプ
ガレキ踏破
水上航行
大規模自然災害時の消防力強化
想定を超える大地震・大津波の発生
消防及び市町村の職員が未経験の大規
模災害に直面することとなった場合でも、
適切な意思決定ができるように、対応力の
向上を支援するための情報提供手段を研
究開発する。
発災直後における
地震や津波による
被害予測と情報
把握技術の開発
大規模地震水害時
における応急対応
状況調査
意志決定・判断力
向上を促す教育訓
練手法の研究開発
災害時対応の経験
的知識と訓練技術
が活用されるための
ICT開発
消防庁
都道府県
援助隊
復興・再生並びに災害からの安全性向上 （平成23年度〜平成27年度）
研究成果の一例3-2
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最初の機材が京都市消防局に配備された（図表 4）6）。
これは、東日本大震災をきっかけとして、巨大地震
をはじめとする、超広域の災害への備えの必要性が
認められた。今後発生が予想されている東海・東南
海地震をはじめとする大規模災害への備えとして、
耐災害性に優れた衛星を利用するヘリサットへの
社会的ニーズは高い。ヘリサットは日本発の技術で
あり、通信インフラの脆弱性が高く、災害リスクの
高いアジア地域等において利用を促進していくこ
とで国際貢献だけでなく、情報通信分野における日
本の国際競争力強化にも大きく貢献すると期待さ
れる7）。
図表 4　配備が始まったヘリサットシステム
図表 5　地震被害想定システムの予測改善の試み
出典：参考文献 9、10 を基に科学技術動向研究センターにて作成
出典：細川直史第 3回 ICSSSL 研究会特別講演資料（2013 年 6 月）
◆独立行政法人情報通信研究機構
により2001年に設計、製作が開始。
◆新潟県中越地震時に提起された、
「山間部や道路寸断等によりアクセ
スが困難な地域における情報伝送
が困難」という課題を解決する技術
として評価され、総務省消防庁が導
入を進めることとした。
◆京都市消防局の消防庁ヘリコプ
ターに搭載され2013年4月上旬から
の運用開始。
大規模地震等の災害が発生した場合、消防庁ヘリコプターで被災地の映像
を撮影し、その映像を伝送するにあたり、日本中どの地域が被災しても伝送
できるよう、ヘリコプターから通信衛星に直接伝送する技術。
火災件数０件
家屋被害３７棟
死者数２人
津波の被害推計機能
は無し。
点震源モデルによる震度予測
N38.103,E142.860,D2
3.7,M9.0
点震源モデルによる震度予測
線震源モデルによる震度分布
火災件数 ３５８件
家屋被害 ８３１７棟
死者数 ４１４人
津波の被害推計は含ま
ず。自治体計測震度計の
記録の集約状態を検
証し、震度情報を基
にした被害予測が可
能かどうか検証した。
計測震度登録日時（発
災直後60分後）
参考：消防庁による被害報告に基づいた内陸の被害を推計した結果
火災約150件、家屋被害約5,300棟、死者約100人
科 学 技 術 動 向　2013年 10月号（139号）
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　海溝型巨大地震、あるいは首都直下地震の発生が
危惧されている。そのためにも、東日本大震災が提
起した課題に早期に取り組むことは不可欠である
が、その際に忘れてならないことがある。それは、
東日本大震災で顕在化した問題だけを考えるので
は不十分ということである。図表 7 は阪神淡路大震
災（1995 年）以降に発生した地震が提起した課題と
被害の特徴を示したものである。地震が発生するご
とに新しい課題が提起されて来たことがわかる。次
の地震は、その前の地震とは異なる顔を見せるとい
うのも消防防災に関しての経験が教えることであ
り、すべてに備えることが不可能である以上、国民
が正しい選択を行うための情報を提供し、備えられ
図表 6　開発中の石油コンビナート等特別防災区域地震動観測情報システム表示例4）
の踏破技術・救助技術）」、「必要な情報の把握・伝
達手段の強靭化の確保（大規模広域型地震被害の即
時推測技術）」、「産業施設による二次災害の発生防
止機能の強化（石油タンクの地震・津波時の安全性
向上および堆積物火災の消火技術、多様化する火災
に対する安全確保）」などの消防防災科学技術の重
要研究領域が組み込まれた。
　今般、東日本大震災が突きつけた消防防災の科学
技術上の課題は、最優先で取り組むべきものとなっ
ている。
出典：参考文献 8を基に科学技術動向研究センターにて作成
3‒2‒2　ソフト面からの研究
　図表 5は、東日本大震災を引き越した平成 23 年
（2011 年）東北地方太平洋沖地震のような巨大な地
震に対しても、早期に地震被害の全貌が予測できな
いかとの試みの結果一例である。従来の簡易型地震
被害想定システムの震源モデルを線状に変更するな
どの方法を検討している。東日本大震災に当てはめ
た場合、火災件数 358 件、8,317 棟という結果が得ら
れ、予測精度が大幅に向上する。ちなみに、東日本
大震災時の消防庁による被害報告に基づくと、内陸
の被害推計値は、火災約 150 件、家屋被害約 5,300 棟
であり、従来型の簡易型地震被害想定システムの予
測値は、火災件数 0件、家屋被害 37 棟であった。
　図表 6は、開発中の石油コンビナート地域の地震
動観測情報システムを東日本大震災に当てはめた
場合の表示画面を示すものである4、8）。秋田、新潟、
酒田、東京湾岸などにおいて、東北地方太平洋岸よ
りも長周期地震動が強かった今回の震災の状況を
良く再現していることがわかる。こうしたシステム
の精度を上げるうえでは、強震観測網K‒NETおよ
びKiK‒net の観測施設で観測された強震記録を、被
害予測に有効に活用することが有効であり、システ
ムに取り入れる方向で開発が進められている。
　「科学技術イノベーション総合戦略～新次元日本
創造への挑戦～（平成 25年 6月 7日　閣議決定）」9）
においても科学技術イノベーションとして取り組む
べき課題工程表の中に、「災害現場からの迅速で確
実な人命救助（無人ヘリ等による偵察技術、監視技
術、消防車両による水やガレキが滞留している領域
開発中の「石油コンビナート等特別防災区域地震動観測情報システム」が、2011年東北地方太平洋沖地震の際に稼働し
ていたと仮定した場合の出力画面
左図：震度分布
右図：周期3～15秒＊における最大速度応答値の分布
【＊：長周期地震動レベルの指標として採用】
仙台よりも秋田、酒田、新潟、東京湾岸の石油コンビナート地域のほうが揺れが大きく、石油タンクのスロッシングについて
はこれらの地域のほうがより厳重な警戒を要することが示されている。
4 巨大地震等に備えた提言
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るようにするのが消防防災科学技術の使命である。
貞観地震（869 年）が発生した平安前期の 860 年か
らの四半世紀は大地動乱の時代であったといわれ、
越中越後大地震（863 年）、富士山噴火（864 年）、阿
蘇山噴火（867 年）、播磨国大地震（868 年）鳥海山
噴火（871 年）、関東大地震（878 年）、出雲国大地
震（880 年）、南海地震（887 年）が相次いだ10）。起
きたことだけではなく、起きなかった潜在する危険
性についてもしっかりと対応しておくことが必要
であり、今後の消防防災科学技術の戦略において不
可欠である。このような取り組みは、防災を検討す
るうえで参考になるものであり、特に地域の環境に
あわせた防災作りが必要である。そのためには、既
存の設備の普及推進のための予算の確保や、地元住
民がおかれている生活環境やニーズの把握といっ
たソフトの面からの研究開発を進めることも必要
である。最近は特に自然災害の被害が異常に拡大し
ていることもあり、防災に関する研究開発の更なる
推進が望まれる。
図表 7　近年の地震が提起した課題
1）　巨大地震に備えた消防防災研究の方向性（その 1）―東日本大震災の火災被害を踏まえて―、科学技術動向 2013 年 9
月号（138 号）
2）　消防庁：消防防災科学技術高度化戦略プラン　第 1期（平成 13 年）：
　　http://www.fdma.go.jp/html/new/131126yobo410‒2.pdf
　　http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt048j/0503_03_feature_articles/200503_fa02/200503_fa02.html
　　第 2期（平成 19 年）：http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h19/h19/html/j7k00000.html
3）　第 4期科学技術基本計画：
　　http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/aﬁ eldﬁ le/2011/08/19/1293746_02.pdf
4）　消防防災科学技術高度化戦略プラン 2012（平成 24 年）消防研トップページ（http://nrifd.fdma.go.jp/）より
5）　平成24年度科学技術重要施策アクションプランの対象施策について―社会的課題の解決に向けた科学技術最重点施策―」
平成23年 10月 5日：http://www8.cao.go.jp/cstp/budget/h24ap/gaisan/111005_1.pdf 
6）　消防防災に関する科学技術動向―消防防災領域でのイノベーションを目指して―　松原美之、浦島邦子：
　　http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt078j/0709_03_featurearticles/0709fa03/200709_fa03.html
7）　消防防災に関する科学技術動向―安心・安全を目指す科学技術の特性と方向性の考察―　松原美之、浦島邦子：
　　http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt048j/0503_03_feature_articles/200503_fa02/200503_fa02.html
8）　地震調査研究推進本部：地震本部ニュース 2013 年 2 月号：
　　http://www.jishin.go.jp/main/herpnews/2013/feb/herpnews2013feb.pdf
9）　科学技術イノベーション総合戦略～新次元日本創造への挑戦～（平成 25 年 6 月 7 日閣議決定）：
　　http://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/index.html
10）  中島林彦：国史が語る千年前の大地動乱、日経サイエンス　2011 年 6 月号
出典：参考文献 9、10 を基に科学技術動向研究センターにて作成
近年の地震と被害、課題
北海道南西沖地震（1993）
• 津波警報と避難
• 津波火災
新潟県中越地震（２００３）
• 中山間地の孤立
• 土砂災害
十勝沖地震（2003）
• 石油タンクの全面火災
兵庫県南部地震（１９９５）
• 構造物の被害
• 市街地延焼火災
• 情報の空白
東北地方太平洋沖地震（2011）
• 津波、津波火災
• 想定以上の規模の地震
• 通信などインフラの障害
• 危険物施設の被害
• 原発事故
参考文献
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松原　美之
科学技術動向研究センター　客員研究官
湯川秀樹を目指して京都大学理学部に進学するも、心変わりし、消防庁に就職して消
防防災のための研究に従事することとなる。「石油類の着火原因としての静電気に関
する研究」で、東京大学より工学博士を取得。典型的「理系人間」であるが、勤務す
る研究機関の独法化などの組織機構の変革の実務を経験し、理系と文系の「バイリン
ガル」を目指すことに。
浦島　邦子
科学技術動向研究センター　上席研究官
工学博士。日本の電機メーカー、カナダ、アメリカ、フランスの大学、国立研究所、
企業にてプラズマ技術を用いた環境汚染物質の処理ならびに除去技術の開発に従事
後、2003年より現職。世界の環境とエネルギー全般に関する科学技術動向について
主に調査中。
執筆者プロフィール
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コンピュータシステムの高性能化への動き―プロセッサと主記憶間のデータ移動に関する課題の改善―
科 学 技 術 動 向　2013年 10月号（139号）
　現在、世界中の多くの国々において、科学技術
の発展や産業競争力の強化に向けたスーパーコン
ピュータの整備・拡充、開発が進められている1）。
将来のエクサスケールシステムを目指し、今後主
要各国間で熾烈な開発競争が繰り広げられていく
であろう。
　エクサスケールシステムとは、スーパーコン
ピュータ「京」2）の 100 倍の計算能力をもつシス
テムである。必ずしも Linpack ベンチマーク性能
値に基づくものではないが、仮に、エクサスケー
ルを 1 エクサ FLOPS（Floating-point Operations 
Per Second：1 秒間の浮動小数点演算回数）の性
能で 20 メガワットの電力消費と想定した場合、
現状での最先端システムとの比較では、性能で
約 30 倍（TOP500 で の 第 1 位 の 34PetaFLOPS1）
比）、電力効率で約 20 倍（GREEN500 の第 1 位の
3GigaFLOPS/W1）比）の改善が今後数年から 10 年
間で必要と試算される。これは高いハードル・目
標ではあるが、その克服に向けた研究開発が進め
られており、その中から今後の ICT に必要とされ
る先端技術が生み出されていくことになろう。
　この改善目標達成に向けて、ハードウェア面、ソ
フトウェア面などにおける総合的な改善が必要と
なる。その中でデータの移動に注目した改善は重
要な視点である。データを移動するためには遅延
（データの伝達に要する時間）が伴い、それを補っ
て高速化を実現するためには、電力消費の増大が
避けられないからである。
　本稿では、データ移動に関わる課題とは何かを
概説し、プロセッサと主記憶間のデータ移動課題
に焦点を絞って、その改善に向け今までに進めら
コンピュータシステムの高性能化への動き
―プロセッサと主記憶間のデータ移動
に関する課題の改善―
　スーパーコンピュータをはじめとしたコンピュータシステムにとって、性能面、電力効率面で直接的
な影響をもつデータ移動に関する課題への対応は重要な研究開発テーマである。データ移動課題とは、
データの移動時間が全体の性能を律速してしまうとともに電力消費の増加を招くことである。中でも、
頻繁なデータアクセスが行われるプロセッサと主記憶間のデータ移動の課題は深刻である。
　現在、その改善に向けて、シリコン貫通電極（TSV）を用いた 3次元積層技術の実用化の動きが出て
きており、米国を中心とした標準化活動や産業界での製品化の動きが見える。
　データ移動課題に対しては、メモリデバイスの進化に合わせたメモリ階層の最適な設計、ハードウェ
ア・ソフトウェアにおける革新的な解決策の創出などが必要であり、アカデミア、産業界ともに積極的に
取組むべき研究開発テーマである。さらに3次元積層技術に関しては、日本は長年にわたり研究開発を
進めてきており、知的財産・経験・人材面で世界的に優位な位置にある。これらを活かし、米国を中心と
して進む実用化の動きに対して積極的に国際連携の道を探り、技術の継承と発展を図るべきである。
キーワード：データ移動，スーパーコンピュータ，HPC，メモリウォール，メモリバンド幅，
　　　　　　プロセッサ，主記憶，3次元積層，標準化
野村 稔
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図表 1　システムの主な構成要素とデータの流れ
　図表１にコンピュータシステム（システムと略
す）の主な構成要素である、プロセッサ（CPU や
GPU：Graphic Processing Unit）、主記憶（メモリ：
ここでは DRAM としている）、ストレージ（Disk
や SSD など）の相互関係とデータの流れ（データ
移動）を略記する。システムは、プロセッサと主
記憶からなるノードを単位に、複数のノード間が
ネットワークで接続されて並列処理がなされる。
ノード内も複数の演算コアからなり、並列処理が
なされる。
　データの移動は、プロセッサ内での演算部や
キャッシュなどの間、ノード内でのプロセッサと
主記憶間、ノードとストレージ間、ノード間など
のさまざまな個所で発生する。そして、システム
全体の性能向上のためには、演算部の性能向上と
共に、このようなデータ移動をいかに高速かつ低
電力で行うかが重要な課題となっている。
　これらのデータ移動課題は総じて重要であるが、
本稿では、新しい動きが見えてきたノード内のプ
ロセッサと主記憶間のデータ移動に関わる課題に
ついて述べる。
れてきた研究開発、および新しい動きを示す。そ
して、今後の研究開発の在り方について提言する。
　ノード内のデータ処理は、アプリケーションのタ
イプによって異なる。演算主体でプロセッサ外への
データ移動が少ないタイプ（行列行列積・分子動力
学・重力多体シミュレーションなど）と、演算処理
においてデータを主記憶との間で頻繁にやり取り
したり、又は主記憶上のランダムなアドレスのデー
タにアクセスするタイプ（流体シミュレーション・
構造解析など）があり、データ移動の課題は主に
後者のタイプにおいて深刻である。
　古くからプロセッサ性能の向上に対して主記憶
をはじめとしたメモリ性能の向上が見込めない問
題（メモリウォール）が指摘されている。FLOPS 
あたりのメモリバンド幅（プロセッサと主記憶間の
データ移動の速度）は、年を追う毎に低下する傾向
にある。メモリウォールを解決するには、今後登場
する様々なメモリテクノロジデバイスを知り、それ
ぞれの長所を生かして、短所を補うアーキテクチャ
が必要であるとの指摘がある3）。
　電力の面でみると、プロセッサと主記憶間のデー
タ移動に必要とされる電力は、演算に必要とされる
電力に匹敵するともいわれている。プロセッサ内
では演算コア数が増えており、各コアから主記憶
へのアクセスが行われることでデータ移動の増加
を招き、それが電力の増加につながって
いる。システムのノード数もすでに数万
に至っており、さらに増加する傾向にあ
るため、ノード内の主記憶に関わる電力
低減は、システム全体の電力低減にとっ
てますます重要性を増してきている。
　メモリバンド幅の高速化を補う方法と
して、プロセッサ内にキャッシュ（図表 1
参照）と呼ばれる高速メモリを設け、そ
こに一旦データを保存して主記憶との直
接アクセスを避ける方法も多用されてい
る。しかしながら、大規模データへのア
クセスを要する場合には、その効果は十
分でない。
　
2–3–1　ハードウェアでの改善
　本来、プロセッサと主記憶は一体化
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2 データ移動の課題
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プロセッサと主記憶間の
データ移動課題2-3
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　2 次元平面上で実装されていた複数のチップを
縦方向に積層することで、実装面積を減らした
積層チップ部品を作ることができる。このチッ
プ部品の作成には、シリコン貫通電極（Through-
Silicon-Via:TSV）を用いる製造方法が実用化され
つつある。図表 2 に TSV 技術による 3 次元積層
図表 2　TSV技術による 3次元積層
出典：参考文献 13
することでデータ移動に起因する遅延時間や電力
消費を低減するべきである。そのため、同一 LSI
内へ統合する方法（System on a Chip:SoC）や、
個々に製造されたプロセッサとメモリを同一パッ
ケージ内に近接配置する実装方法（System in a 
Package:SiP）をはじめとした研究開発が進めら
れてきている。
　メモリの階層的な利用についての研究開発も積
極的に進められている。プロセッサに内蔵された
メモリであるオンチップメモリの容量を増加さ
せ、キャッシュやローカルメモリ（プログラマが
判断して必要なデータのみを格納する領域）と
して活用し、データ移動を改善する方策がとら
れている。オンチップメモリとしては SRAM と
Embedded DRAM（eDRAM）があり、共に容量
は増加してきているが、DRAM に比べると少な
いのが実状である。最近では Intel Corporation
や IBM Corporation が大容量の eDRAM をプロ
セッサ外部に外付けキャッシュとして設ける動き
もある4、5）。また、主記憶の容量を補う方策とし
て NAND フラッシュ・メモリを用いる方向3）や、
DRAM と NAND フラッシュ・メモリの性能差を
埋めるために不揮発性メモリである抵抗変化型メ
モリ（ReRAM）を導入する研究開発も進められ
ている6）。
　一方、接続方法そのものに関する研究開発も進
められている。遅延時間を生む接続距離への対応
であり、光インターコネクションの利用という方
向が見られる。これは、装置間、ボード間、チッ
プ間、チップ内等の近距離の相互接続に光通信を
用いる技術である。光通信の利点を生かすこと
で、物量および伝送速度の問題の多くは解決され
る 7）。現在は化合物半導体で形成されている光デ
バイスをシリコンで実現するシリコンフォトニク
スの実用化が期待されており、最近では大阪府立
大学と京都大学の研究者がシリコンから超小型・
超省エネルギーのラマンシリコンレーザー光を発
生させる研究 8）を発表している。また、チップ
間での光インターコネクションの実現に向けた研
究も「フォトニクス・エレクトロニクス融合シス
テム技術開発（PECST）」9）他で進められている。
チップ内光通信技術は未だ発展途上にあり、その
実用化にはまだ時間がかかる見込みで、チップ間／
ノード間通信でのシリコンフォトニクスの応用は、
近い将来実現される可能性が高いとの指摘もある3）。
　
2–3–2　ソフトウェアでの改善
　メモリ参照の局所性（ローカリティ）を生かし
た計算を行うことやデータ移動を極力抑える手法
の開発が、性能を引き出す上で重要である。主記
憶とキャッシュ間のデータ転送をできる限り削減
するために、利用頻度が高いデータをキャッシュ
に格納する工夫も採られている。
　スーパーコンピュータ「京」では、演算性能に
比べて主記憶とのデータ転送要求が大きいタイプ
のアプリケーションについては、 データのロード
命令を先んじて発行する機能（プリフェッチ）の
活用、主記憶からロードしてきたキャッシュへの
データをなるべく多く使用した演算を行うこと
（ラインアクセスの有効利用）、データの再利用性
を活かす（キャッシュの有効利用）など、メモリ
バンド幅を使い切る工夫により高性能化を図る努
力をしている10）。
　また、米国のカリフォルニア大学バークレー校
やアルゴンヌ国立研究所では、メモリアクセス回
数や通信回数を減らす手法を研究している11、12）。
　こうした中、現在、ハードウェア面でプロセッサ
と主記憶を一体化実装する方向の新たな実現法が
3 次元積層技術を活用することで進められている。
䜻䝮䜷䝷㈇㏳㞹ᴗ䟺769䟻/6,䝅䝇䝛
3 3次元積層技術活用によるプロセッサと主記憶間のデータ移動課題の改善
3 次元積層技術とは3-1
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3–2–1　米国の半導体標準化団体の動き
　半 導 体 の 標 準 化 団 体 で あ る JEDEC（Joint 
Electron Device Engineering Council）は、3 次
元積層技術（3DIC としている）を注力すべき標
準化活動の一つとして位置付けている。以下その
説明 16）から抜粋して示す。
　JEDEC 内の半導体メモリ委員会（JC-42）が
3 次元積層の標準化を扱っており、配下に多くの
サブ委員会とタスクグループがある。その一つの
DRAM メモリサブ委員会（JC-42.3）内の HBM
（High Bandwidth Memory）タスクグループが、
グラフィックスや高性能システム向けに高い電力
効率と広いメモリバンド幅の実現にフォーカスし
た規格を策定している。2011 年 3 月以来、TSV
テクノロジを利用した標準の定義作業を進めてい
る。HBM 標準化規格では、シリコンインタポー
ザを経由してプロセッサと積層された DRAM と
を接続する（図表 3 の 2.5 次元積層の形式）とし
ている。
　HBM 以外に、低電力メモリサブ委員会（JC-42.6）
では、プロセッサと DRAM との直接積層（図表
3 の 3 次元積層の形式）を目指しており、プロセッ
サ上に TSV 接続で DRAM を積層する Wide I/O
モバイル DRAM の標準 17）を 2011 年 11 月に発行
し、さらに後継の Wide I/O 2 も検討している。
3–2–2　グローバルなコンソーシアム結成の動き
　Hybrid Memory Cube （HMC） を 開 発・ 提 供
する動きがある。HMC は、メモリコントローラ
である高速な論理層（logic layer）を最下位層に
図表 3　積層方式の違い（横から見たときの概念図）
出典：実装技術 2012 Vol.28 No.12 などを基に科学技術動向研究センターにて作成
を図示する。TSV 技術の主な優位点としては「小
型化・高密度化」「信号伝送と処理速度の高速化」
「省エネルギー化」「多端子化」「熱拡散・放熱の高
効率化」などが挙げられる13）。
　3 次元積層技術は、市場性から見ると大量消費
されるメモリ製品への導入を機に量を確保して廉
価化するとともに、異種プロセッサとの積層によ
り、多様なデバイスの小型化・省電力化の実現
手段として発展していくとみられる。3 次元積層
TSV 市場は 2017 年に 400 億ドルへと発展すると
試算した調査もある14）。
　日本の 3 次元積層技術の研究開発は、大学、企業、
そして超先端電子技術開発機構（ASET）におい
て進められてきた。大学での 3 次元積層の研究は
長年にわたり進められている13、15）。スーパーコン
ピュータには限らないが、ASET では 1999 年か
ら TSV 技術の実用化研究に本格的に着手してき
た。そして、「立体構造新機能集積回路（ドリーム
チップ）技術開発／多機能高密度三次元集積化技
術」をテーマにした研究開発プロジェクトを進め
た。このプロジェクトは、経済産業省の「IT イノ
ベーションプログラム」に基づいて新エネルギ ・ー
産業技術総合開発機構（NEDO）の委託により実
施された。プロジェクトメンバーは、10 企業、8
大学、1 公的研究機関からなっていた。結果として、
将来の 1 テラバイト / 秒のメモリバンド幅実現に
向けた方向性が得られたとしている。ASET の活
動は 2013 年 3 月末で終了している。
　TSV を基にした積層化には、材料の選定や組合
せ、位置合わせなどを含めた実装技術、積層され
たデバイスの試験装置などが重要であり、これら
は日本が強みを有する領域であるとされている15）。
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　2013 年 6 月 の TOP500 リ ス ト で 第 2 位 と な っ
た米国オークリッジ国立研究所の Titan システム
は、 米 国 NVIDIA Corporation の GPU を 多 用 し
て い る。 最 近、NVIDIA Corporation は、 同 社 の
現 GPU 製品の 2 世代後継製品（コード名は Volta）
に 2.5 次元積層形式の技術を採用するとしている。
IBM Corporation も将来、高性能 LSI に 3 次元積層
技術を適用するための研究開発を進めている15、20）。
これらはほんの一部であるが、高性能システム実
　2013 年 6 月、文部科学省は、今後 10 年程度を
見据えた日本の「革新的ハイパーフォーマンス・
コンピューティング・インフラ（HPCI）」計画の
検討内容を中間報告として発表した 21）。ここには、
将来は計算に費やされる電力より、相対的にデー
タを動かす電力の方が支配的になるなど、データ
移動の課題が重要な視点として述べられている。
ビッグデータの時代には大量のデータを効率よく
取り扱う処理が求められており、この課題への対
応は益々重要になると想定される。
　この課題に対する今後の方向性として以下の 2
点を提言したい。
（1）データ移動課題の研究開発の推進
　2 章で述べたようにデータ移動の課題は多岐に
わたっており、それら全てにおける改善が重要と
なる。データ移動の改善効果は、スーパーコン
ピュータに限らずパソコン、モバイル、画像処理
など極めて裾野が広い領域にも波及する。メモリ
デバイスの進化に合わせたメモリ階層の最適な設
計、ハードウェア・ソフトウェアにおける革新的
な解決策が必要であり、アカデミア、産業界とも
に積極的に取組むべき研究開発テーマである。
（2）3 次元積層技術における国際的コラボレー
　　ションの推進
　日本は、3 次元積層技術に関しては長年にわたり
研究開発を進めてきており、知的財産・経験・人材
面で世界的に見ても優位な位置にある。企業、大学
は、米国を中心として進む半導体標準化団体やグ
ローバルコンソーシアムなどの実用化の動きに対
して、日本の優位性を活かして積極的に国際連携の
道を探り、技術の継承と発展をはかるべきである。
1）　野村稔「世界のスーパーコンピュータの動向」科学技術動向、No.137、2013 年 8 月号
2）　「京について」：http://www.aics.riken.jp/jp/k/
配置し、その上部に DRAM を積層し、それらとの
間を TSV で相互接続し、電力効率を大幅に改善す
る技術としている。米国 Micron Technology, Inc.
と韓国 Samsung Electronics Co., Ltd. は、HMC の
コンソーシアム（HMCC）を結成している18）。HMCC
の目的は、開発者、製造業者他がこのテクノロ
ジを活用できるように、業界全体のインター
フェイスを定義することとしている。HMCC に
は、Micron Technology, Inc.、 Samsung Electronics 
Co., Ltd.、Altera Corporation、 IBM Corporation、
Open-Silicon, Inc.、Xilinx, Inc.、ARM Ltd.、SK 
Hynix など 8 企業が、HMC インターフェイス仕
様を定義するための開発メンバーとして参加して
いる。また、すでに 100 以上の組織が HMC の
採用予定のメンバー（Adopter）となっており、
HMC インターフェイス仕様の開発過程での意見
提供やレビューなどを実施している。Adopter に
は、スーパーコンピュータメーカー、米国の国立
研究所、大学、半導体企業、ファウンドリ企業（半
導体製造企業）が名を連ねている。米国以外には、
欧州、アジアの企業の参加が見られる。日本から
は開発メンバーへの参加は無く、Adopter として
数社の記載が見える。
　HMC とプロセッサの実装では、シリコンイン
ターポーザ、マルチチップモジュール（MCM）、
プ リ ン ト 基 板 な ど の 選 択 を 可 能 と し て い る。
2013 年 4 月には、HMCC による HMC インター
フェイス仕様19）が公開されている。
現に向けたデータ移動の課題解決に向けた動きであ
り、その実現法としての 3 次元積層技術の採用が活
発化していることを示している。
産業界の動き3-3
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電子黒板（インタラクティブ・
ホワイトボード）導入による
教育のICT化に向けて
　平成 25 年 6 月 14 日に閣議決定された「世界最
先端 IT国家創造宣言」1）および「日本再興戦略 ‒
JAPAN is BACK‒」2）において、我が国は「世界最高
水準の IT社会の実現」を目指すこととなった。IT
を活用した 21 世紀型スキルの修得では、「2010 年
代中に 1人 1台の情報端末による教育の本格展開
に向けた方策を整理し、推進するとともに、デジタ
ル教材の開発や教員の指導力の向上に関する取組
を進め、双方向型の教育やグローバルな遠隔教育な
ど、新しい学びへの授業革新を推進する」2）ことに
なっている。
　以前から、総務省の「フューチャースクール推進
事業」や文部科学省の「学びのイノベーション事業」
において、学校における ICT活用の実証研究が行
われてきた。2014 年度以降は、これらの成果を踏ま
えつつ、「1人 1台の情報端末による教育の全国的な
　世界の教育現場では、ここ数年で電子黒板と生徒用の情報端末の導入が急速に進み、日本は大きく出
遅れている。しかし、日本でも「世界最先端 IT 国家創造宣言」や「日本再興戦略 ‒JAPAN is BACK‒」
において、教育の ICT化への本格的な動きが見え始めてきた。最終的には、生徒が持つ情報端末と連携
すべきであるが、先ずは、従来の教育方法との親和性が高い電子黒板の全教室への導入を優先し、教師
が日常的に使える環境を整えていくことが重要である。導入に当たっては、種類やタイプの特徴を理解
した上で使用目的に合った使いやすいものを選定する必要がある。超短投写プロジェクターを用いた壁
面固定式の電子黒板は既存黒板との親和性が高く、安価で省電力性に優れる。また、教育に対する電子
黒板の有効性は実証されており、操作や使用法に対する教員の習熟や教材コンテンツの集積によってさ
らなる効果が期待される。有効利用のための様々なサポートも望まれ、ICT支援員の役割も重要である。
キーワード：電子黒板，IWB，教育 ICT 化，超短投写プロジェクター，固定式，ICT支援員
市口 恒雄
普及・展開に向けた方策を整理し、推進するととも
に、教育 ITシステムの標準化を実施する」として
いる1）。また、電子黒板、無線 LAN環境などの学校
の ICT環境の整備を行う予定である。
　1人 1台の情報端末を利用すれば、生徒の習熟度
や理解能力に応じた個別学習が可能となる。しか
し、教師と生徒の間にはパソコンが介在するため、
教師と生徒の直接のコミュニケーションがとりに
くく、対面コミュニケーション能力の低下を招く可
能性すらある。パソコン操作の必要性から教師は生
徒から目を離さざるを得ず、これが教室へのパソコ
ン導入を妨げている大きな理由となっている。電子
黒板を活用すれば、従来の黒板と同じように、生徒
の顔を教師や黒板に向けさせて、生徒の反応を直接
に見定めながら授業を進めることができる。また、
電子黒板は、生徒のディスカッションやグループ発
表の道具としても有用である。
　電子黒板の本質は、ハードウェアにあるのではな
くそのソフトウェアにあり、操作性や双方向性はソ
フトウェアに大きく依存する。このような双方向型
科学技術動向研究
概　　要
1 はじめに―「インタラクティブ・ホワイトボード（IWB）」
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の機能を備えた電子黒板の名称として、「インタラ
クティブ・ホワイトボード（IWB）」という言葉が世
界的に定着している。一般的に「電子黒板（白板）」
という言葉の意味するところは広く、コピーの取れ
るホワイトボードや電子ペーパーなどの大型の表
示装置を指す場合もある。しかし、専用ペンや指を
使っての手書き文字の入力と表示および認識がで
きるだけではなく、画面上でのパソコン操作、電子
教科書の利用や教材コンテンツの操作、画面の移動
や拡大操作などのインタラクティブな操作性が必
要不可欠である。
　将来的には生徒が使う情報端末と連携させるこ
とが望ましいが、本稿では、全教室への電子黒板の
設置を優先し、教師の利用環境を整えることの重要
性を指摘するとともに、電子黒板の有効利用のため
の様々なサポートについても論じたい。
　カナダの Smart Technologies 社が 1991 年に発
売した「SMART Board TM」が世界初の IWB で
あり、同社は、最近まで世界シェアのほぼ半分を
占め、現在もトップシェアを誇る。そして英国
Promethean 社の「ActivBoard TM」と（株）日立ソ
リューションズの「StarBoard®」がそれに続くシェ
アを持つ。また、約 2 年前から、中国の多数の中
小ベンダーが IWB の生産を始めている。
　IWB が最も普及している国は英国である。図表
1 に示すように、2011 年には小・中学校および高
等学校の全教室の 80％に IWB が導入され、2016 年
には、教室当たりの導入率は 93％になると予測
される3、4）。これは、ロンドン市内の学校を対象
とした「the Schools Whiteboard Expansion （SWE）
Project」（2003‒04）、その他 21 都市の小学校を対象
とした「the Primary Schools Whiteboard Expansion 
（PSWE） Project」5）（2003‒04）、それに続く「Schools 
Whiteboard Expansion Evaluate Project」（2004‒05）
という政府主導のプロジェクトの影響が大きい。そ
の他の欧州各国や北米でも IWB の導入率は高い。
全教室への電子黒板の導入が着実に進んでいる英国
では、スマートフォンなどの情報端末を介した地域
や家庭との教育連携という新たな段階へと入りつつ
ある。
　トルコ共和国では、2016 年の導入率が 81％に達
し、英国に次ぐ導入率が見込まれる。同国では、教
育省と交通・通信省が主導する国家プロジェクト
「FATIH Project」を立ち上げ、2011 年から 3 年
計画で、幼稚園から高校までの 57 万教室全てに電
子黒板とタブレット端末を導入する予定である 6）。
実際に、2012 年には、中学校の全教室に IWB を
85,000 台導入し7）、導入率は 20％となった。
　2011 年には、世界中の 3,400 万教室（teaching 
space）の約 8 分の 1 の教室が IWB を備えており、
2016 年には 5 分の 1 にまで増えると予測される3、4）。
　日本では、図表 2 に示すように、2013 年 3 月時
点で、小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・
特別支援学校の合計 1,268,036 教室に 72,168 台の
IWB が導入されている8）。これは教室当たりの導入
率が 5.7％であることを意味し、2011 年の世界平均
の半分程度である。普通教室での導入率は 5.9％で、
コンピュータ教室に限れば導入率は 33％となる8）。
図表 1　世界各国の IWB導入率の推計値（2011 年）と予測値（2016 年）（括弧内の数字は百万単位で表した全教室数）
出典：Futuresource consulting 社調べの数値3）を使用した OECD Education Working Paper4）より引用
2 インタラクティブ・ホワイトボードの導入率
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図表 2　IWBの日本での整備状況 図表 3　超短投写プロジェクターを用いた電子黒板
図表 4　2タイプの IWBの特徴比較
出典：参考文献 8
写真提供：（株）日立ソリューションズ
出典：科学技術動向研究センターにて作成 
　以前は、液晶ディスプレイやプラズマディスプレ
イにキャスターを付けて移動式にした IWB が主流
であったが、2 年程前からは、図表 3 に示すように、
このように、コンピュータ教室での共同利用ある
いは教室間を移動しての共用が多く、教師が日常
の授業で常時 IWB を利用できる環境にはない。
既存黒板上方などの壁に固定する超短投写（ultra 
short throw）プロジェクターを使用したものが世
界的に増えつつある。図表 3 の「StarBoard®」は指
の位置と動きを検知する赤外線イメージセンサー
（中央上部の黒い部分）を持ち、指による直感的な
操作が可能である。超短投写型は超短焦点型と呼ば
れることもあり、全く新しい技術であることから日
本語での呼称はまだ定まっていない。また、キャス
ター付きの白板上部に超短投写プロジェクターを
固定して、移動式 IWB としたものも存在する。
　現在、日本で多く導入されているのは、液晶また
はプラズマディスプレイを用いた移動式のもので
特徴種類
液晶またはプラ
ズマディスプレ
イを用いた移動
式IWB 
・教室間移動は可能だが、重量があるため階段を使った頻繁な移動は事実上不可能。 
・不使用時にも置き場所の確保が必要。 
・画面への照明光や外光の映り込みの影響は完全には防止できず、画面を見にくい場合あり。 
・チューナを内蔵しているものが多く、パソコンを立ち上げなくてもテレビ放送の視聴が可能。 
・教室内での配置の自由度が大きく、グループ発表や討議などに有用。
・黒板前面に置いたパネルまたは黒板自体に投影可能なため、既存黒板との親和性が高く、
不使用時にも邪魔にならない。 
・黒板からの飛び出し量は20～50cm程度であり、飛び出し量の調節によりスクリーンサイズ
を大きくすることが可能。 
・ほぼ上方から投射するため、プロジェクター特有の影や眩しさはなく、指やペンを近づけた
時に下方に僅かな影が出る程度であり、見やすさの点で問題なし。 
・光を有効利用できる（注） ため省電力性に優れ、かつ購入費も安価。 
・簡単な設置工事は必要だが、壁面に固定されるため地震に対して安全。 
・移動は原則的に不可能だが、取り付け金具から外し卓上型としても使用可能。
（注） 光源からの光を３原色に分光して専用の液晶フィルターを通すために、光が無駄にならない。
液晶パネルや液晶１枚構成のプロジェクターでは、ほぼ３分の２の光が吸収されて無駄になる。
超短投写プロジ
ェクターを用い
た固定式IWB 
3 インタラクティブ・ホワイトボードの種類と特徴
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ある。テレビ放送のアナログ停波の時期とも重な
り、デジタルテレビへの買い換えという側面もあっ
た。1 台の IWB を複数の教室で共用することを前提
にするならば、移動式のもの以外に選択の余地はな
い。しかし、1 教室 1 台を前提にするならば、固定
式の超短投写プロジェクター型の IWB の方が使い
やすい。両者の特徴は、図表４のとおりである。
　以上の特徴から、1 教室 1 台を前提にするならば、
超短投写プロジェクターを用いた固定式 IWB が有
利である。特に日本では、地震に対しての安全性が
高いことも考慮すべき重要な要因である。但し、使
い易さはソフトウェアにも大きく依存することか
ら、教育現場の実状やニーズに合わせて適切なタイ
プを選択することが重要である。
図表 5　電子黒板の利用効果に関する参考資料
出典：参考文献 11
　佐賀県では、平成 26 年度から公立学校教員採用選
考試験に、IWB を使った模擬授業試験を実施する9）。
このような試みは、全国的にも IWB を使った効果的
な授業方法の研究を進展させ、教員を志望する学生
にとってもその利用法を考えるきっかけになると期
待される。
　教職員の研修も重要である。IWB の導入・活用
が進まない理由として、必要なデジタルコンテンツ
の集積・開発が困難なこと、具体的な活用場面をイ
メージできないこと、の 2 点が挙げられる10）。後者
に関しては、座学による研修ではなく、授業実践を
通じた研修が望ましい。岩手県の小学校における授
業研修前後の 10 人の教師に対するアンケート結果
によれば、電子黒板を用いての授業やデジタル教材
の利用などについて、研修前には「ほとんどできな
い」という回答が多数であったのに対し、研修後では
「ややできる」という回答が多数になっており10）、実
践を通じた研修が効果を上げていることが窺える。
　IWB の教育的効果もよく認識されている。図表 5
は、国立教育政策研究所教育研究情報センターが平成
23 年 2 月に小・中学校の教員 3,118 名（回答数 2,243）
にアンケート調査を行った結果の 1 例である11）。調査
対象校には、IWB が導入されていない学校も多いが、
電子黒板の利用効果として、「子どもたちの学習への
関心・意欲を高める」と「授業がわかりやすくなる」
の 2 項目については、全ての教員が肯定的回答を寄せ
ている。また、同じ内容の授業を、電子黒板を使う
場合と使わない場合の 2 つのグループに分けて行い、
効果を比較した結果、電子黒板を使った場合には「社
会や算数・数学、理科において、思考・判断に関する
観点で有意に高い結果」が出ている12）。また、電子黒
板は、算数・数学と理科の授業に有効であることも認
められた。授業方法の改善や優れた教育アプリの導入
により、さらなる効果が期待できる。
　IWB の有効利用には、電子教科書の拡大を図ると
ともにインタラクティブな教材コンテンツを集積
することも重要である。岩手県立総合教育センター
には、個々の教職員が自分の授業に合わせて加工す
ることが容易なコンテンツを中心に、合計で 500 点
以上の教材コンテンツが収録され13）、県外からの利
用も可能となっている。各都道府県でも同センター
のように教材コンテンツを集積し、それらの相互接
続・ネットワーク化を進めることにより、全国規模
での共同利用の拡大を図っていくことが望まれる。
また、世界中には無料で使える教育用のオープンコ
ンテンツが多くあり、そのようなコンテンツを利用
していくことは、生徒を自然な形でグローバルな視
点へと導き、高いスキル・広い視野を持つ人材を育
成していくことにも効果があると思われる。
4 有効利用のためのサポートと環境の実例
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http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20101102103710/http://research.becta.org.uk/
upload‒dir/downloads/page_documents/research/whiteboards_expansion_summary.pdf
6）　トルコ共和国政府「FATIH Project」：http://fatihprojesi.meb.gov.tr/tr/english.php
7）　（株）日立ソリューションズ報道発表： http://www.hitachi‒solutions.co.jp/company/press/news/2012/0425.html
8）　平成 24 年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（平成 25 年 9 月、文部科学省）：
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/_icsFiles/aﬁ eldﬁ le/2013/09/17/1339524_01.pdf
および e‒Stat（政府統計総合窓口）：http://www.e‒stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001050381&cycode=0
　教師自身は、自分が使用すべきコンテンツの検索
や選択あるいは操作の習熟に十分な時間がとれな
い場合も多い。そこで、ICT 支援員の役割が重要
となる。授業における ICT 活用が進まない理由と
して、「ICT 活用をサポートしてくれる人材がいな
い」との回答が小・中学校、高等学校ともにほぼ 7
割にも達しており、「学校又は地域単位で、授業に
おける ICT 活用を支援する専門家を確保し、彼ら
を派遣する体制を確立してもらいたい」との回答
も 8 割を超える14）。
　大量定年を迎えつつある団塊世代の中には、地
域のボランティアとして学校の ICT 活用を支援で
きる人材は多いと思われる。かつての研究者や技
術者であれば、理科や算数あるいは英語の授業に
も、教師とは異なった視点で、適切なアドバイスの
できる人材もいるはずである。定年後は地域に貢
献したいと考えている人も多いであろうから、学
校あるいは教育委員会は、こういう人々を ICT 支
援員として活用することを検討すべきである。ICT
支援員の資質としては、ICT についての高度な専
門知識よりも、むしろ個々の教師の授業の進め方を
理解し、適切な教材コンテンツを検索・提示した
りする能力が求められる14）。ICT 機器やソフトウェ
アが普及した現代社会において、ICT 支援員の役
割を果たしうる人材を探すことは決して難しいこ
とではない。
　世界各国に比べて、日本では教育の ICT 化が大
きく遅れている。「世界最先端 IT 国家創造宣言」
や「日本再興戦略 ‒JAPAN is BACK‒」では、2010
年代中に 1 人 1 台の情報端末による教育の本格展
開が謳われている。最終的には、情報端末と電子
黒板との連携をとるべきだが、先ずは、現在の教育
方法との親和性・接続性の高い全教室への電子黒
板（IWB）の導入を優先していくことが重要である。
導入に当たっては、IWB の種類やタイプの特徴を
よく理解し、使用目的や現場のニーズに合った使い
やすいものを選定する必要がある。1 教室 1 台を前
提にするならば、超短投写プロジェクターを用いた
固定式のものが使いやすく、購入費も安価で省電力
性に優れかつ地震に対する安全性も高いことから、
早期に全国の学校への導入を拡大していくことが
期待される。
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9）　佐賀県庁ホームページ（教員採用選考試験の説明会について）：
http://www.pref.saga.lg.jp/web/shigoto/_1157/ss‒sikakusiken/H25kyouin-saiyou/_70762.html
10） 小学校における電子黒板活用のためのサポートコンテンツ集の作成；岩田孝仁（平成 23 年度岩手県教育研究発表会資料）：
http://www1.iwate‒ed.jp/tantou/joho/research/h23/h23_11g2_1.pdf
11） 小中学校デジタル教材の整備と利用状況に関する調査集計結果（国立教育政策研究所教育研究情報センター、平成 24
年 3 月）p.195：http://www.nier.go.jp/seika/04_kenkyu_annai/ditm‒houkoku.html
12） 平成 21 年度「電子黒板の活用により得られる学習効果等に関する調査研究」報告書（P.142）（文部科学省委託調査）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1297993.htm
13） 学校における電子黒板活用のためのサポートコンテンツ集（岩手県立総合教育センター）：
http://www1.iwate‒ed.jp/tantou/joho/contents/support_contents/index.html
14） 学校の ICT 化のサポート体制の整備の必要性について（文部科学省：学校の ICT 化のサポート体制の在り方に関する
検討会、平成 20 年 7 月） ：
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/07/08072301/001/002.htm
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健康長寿のために重要な身体活動量の測定に係る課題
科 学 技 術 動 向　2013年 10月号（139号）
　国内外の大規模研究等により、スポーツや生活活動等の身体活動量を増やすことが様々な疾病の
発症率を引き下げ、寿命を伸ばす効果があることが判明している。身体活動量を測る活動量計も普
及しつつあるが、階段の上り下り等、一部の活動における身体活動強度の推定誤差が大きいという
問題がある。様々な活動の強度を精度良く計測可能な活動量計が普及すれば、個人の身体活動量に
関する高品質なデータが得られ、医療への利用が期待されるとともに、疫学研究にも利用され、身
体活動と健康の関係に関する研究が進展することが期待される。そして、各個人が自分の健康を自
分で管理していく、いわゆるセルフメディケーションのための効果的なツールになることが期待さ
れる。以上を踏まえ、国として活動量計の精度基準を検討し、制定すること、一般の活動量計の精
度評価にも使用可能な高精度な活動量計の研究開発を推進すること、そして活動量計を用いて得ら
れた統計データを活用して、より健康長寿になる身体活動の条件を見出すための研究を推進するこ
とを提言する。
キーワード：健康長寿，身体活動強度，身体活動量，身体活動基準，活動量計，メッツ（METs），
　　　　　　加速度センサ
　概　　要
　少子・高齢化が進む我が国においては 65 歳以上
の高齢者一人を支える 18 歳から 64 歳までの生産
年齢者数は 2010 年の約 2.8 人から 2040 年には約
1.5 人と、ほぼ半減することが予想されており、年金
制度や医療制度などに深刻な影響を与えている。こ
のような状況の中で、いわゆる「健康長寿社会」を
目指すことは、健康な高齢者が「支える」側に回る
ことによって、これらの問題に対する解決策の一つ
になる可能性があり、重要な課題とされている。
　運動や日常生活活動等の身体活動は食事や睡眠・
休養、喫煙等と並んで健康への影響が大きいこと
が知られている。近年多くの研究により、日常の身
体活動量を増やすことによって、循環器疾患・糖尿
病・大腸がん等の生活習慣病の発症およびこれら
を原因として死亡するリスクの増加や加齢に伴う
QOL（Quality of Life）の低下が抑制されることが明
確になってきている。また、身体活動を活発化させ
ることは、気分転換やストレス解消が図られメンタ
ルヘルス不調の一次予防として有効であることや、
中強度の運動によって風邪に罹患しにくくなるこ
とが報告されている。さらに健康的な体型を維持す
ることによって自己効力感が高まること等、様々な
観点から健康に対する利点が指摘されている1）。ま
た、図表 1 に示すように、運動不足が医療費の増加
に関係しているという大規模研究の結果もある2）。
　一方、現状ではメタボリックシンドローム（内臓
脂肪症候群）の予防や改善のために適切な食事や
定期的な運動等を半年以上継続しているとした人
の割合が前年に比べて減少したことが報告される
等 3）、日本人の身体活動量は平均的にはむしろ減少
傾向にあると推定されているが、正確なデータはな
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出典：参考文献 2 を基に科学技術動向技術センターにて作成
出典：参考文献 4 を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 1　健康リスク要因の組合せと医療費の増加率
い。個人用の活動量計は従来からの歩数計に置き換
わりつつあるものの、歩数計と活動量計を合計した
販売台数は年間約 600 万台で、1 億 3 千万人に近い
日本の人口から見ると普及が進んでいるとは言い
難い状況である。
　身体活動の充実による健康の維持・向上を国や
行政のレベルで、また個人のレベルで図るためには
まず身体活動量を正確にかつ必要な頻度で把握で
きることが必要であるが、その際に要となる活動量
計について現状の課題・問題点を明確にすると共
に、今後目指すべき事項についての提言を行う。
（1）身体活動の指標
　ヒトの身体活動の状況を表す指標として、身体
活動強度と身体活動量がある。
ａ．身体活動強度
　図表 2 に示すように、身体活動の強さはメッツ
（METs : Metabolic equivalents）という単位で表さ
れる4）。座って安静にしている状態を１メッツとし
て基準にし、歩行（含速歩）は速度に応じて 2 メッ
ツから 5 メッツに相当する。ジョギングは約 7 メッ
ツ、サイクリングは 8 メッツである。
ｂ．身体活動量
　身体活動量は身体活動強度にその持続時間を掛
けたものである（単位は「メッツ・時」）。座って
安静にしている時（1 メッツ）の消費エネルギーは、
酸素消費量で約 3.5 ml/kg/分に相当する（例えば、
全身持久力（最大酸素摂取量）が 35 ml/kg/分の場
合は、メッツ値で表すと 35/3.5=10 メッツとなる）。
また、酸素 1 リットルの消費は約 5.0 kcal のエネル
ギー消費と換算できるので、1 メッツの身体活動強
度の場合のエネルギー消費率（1 時間当たりのエネ
ルギー消費量）は、5.0（kcal/1000 ml）×3.5（ml/
図表 2　各種身体活動のメッツ表
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2 身体活動と健康の関係
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出典：参考文献 5 を基に科学技術動向研究センターにて作成
kg/分）×60 分＝ 1.05 kcal/kg/ 時である。現場での
利用の利便性を考慮して、1 メッツの強度の場合の
エネルギー消費率を 1 kcal/kg/ 時とする場合も多
い（例えば、3 メッツ・時の身体活動を行った場
合、体重が 60 kg であればエネルギー消費量は 3×
1 kcal/kg×60 kg=180 kcal となる）。
　
（2）身体活動の基準値　
　国内外の研究報告のメタ解析に基づき、健康の維
持・向上に有用であることが確実な身体活動量の
下限値が抽出され、その結果を踏まえて、平成 25
年 3 月に、「健康づくりのための身体活動基準 2013
（図表 3 の左側）」ならびに、それを平易なことばで
言い換えた「健康づくりのための身体活動指針（ア
クティブガイド）（図表 3 の右側）」が公表された。
図表 3　身体活動基準 2013 並びにアクティブガイドの概要
　これまでの研究で、身体活動量／エネルギー消費
量と、生活医習慣病の発症率や寿命の長短との関係
が明らかになっている5）。本稿では特に以下の二つ
の研究結果を紹介する。
ａ．海外における大規模・長期研究
　米国において、約 1 万 7 千人を 12～16 年間追跡
調査した結果、図表 4 に示すように、歩行や階段上
がり、スポーツ等で消費するエネルギーが多い人々
ほど死亡率が低いことが明らかになった6）。エネル
ギー消費量（身体活動量）の少ない人が、身体活
動量を増やすライフスタイルに変えることにより、
2 年程度寿命を伸ばせることも明らかになった。な
お、運動によるエネルギー消費量はアンケート結
果に基づく推定値である。 出典：参考文献 6
図表 4　エネルギー消費量と死亡率の関係
ｂ．我が国における大規模・長期研究
　45 歳から 74 歳の男女 8 万人余りを対象に、国立
がん研究所が行った多目的コホート研究（JPHC 研
究）においては、図表 5 に示すように、男女とも
1 日の身体活動量が多い程死亡リスクが小さく、死
亡原因別でも身体活動が多い程がん、心疾患、脳疾
患による死亡が少なくなる傾向にあることが明らか
になった7）。ここで、1 日の身体活動量はアンケー
ト結果に基づくもので、基礎代謝分（1 日当たり、約
21～22 メッツ・時）を含む。
　なお、日本人の身体活動量の現状については、
身体活動レベル（PAL：Physical Activity Level,
　総消費エネルギーと基礎代謝量の比）や、1 週間
の運動日数、1 日当たりの平均運動時間や歩行数な
どについての調査は行われているが 8）、運動強度
（メッツ値）とその時間についての大規模調査の実
績は乏しい。
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　我が国で市販中の活動量計の例を図表 7 に示す。
3–2–1　1 軸加速度センサを搭載した活動量計
　図表 7 の No.2 のように、初期に開発された活動
量計は、1 軸の加速度センサで検知した加速度の値
　図表 6 に示すように、身体活動量の測定には様々
な方法がある。
　ヒューマンカロリーメータや二重標識水法 9）は
大がかりな設備が必要等の観点から個人が手軽に利
用することが困難であり、ダグラスバッグ法とブレ
スバイブレス法は日常生活での活動の測定に不向き
である。歩数計法 10）とアンケート法は測定（推定）
精度が低く、心拍数法と熱量計法11）は測定前のキャ
リブレーションが必要、活動強度が変化した時の応
出典：参考文献 9 等を参考に科学技術動向研究センターにて作成
図表 6　身体活動量の測定方法
図表 5　1日の身体活動量（METs）と死亡との関連（83034 人を約 9年追跡、4564 人死亡）
出典：参考文献 7
答性が低いなどの問題がある。
　一方、加速度計法は測定が簡便であり、比較的
安価であり、身体活動量の推定精度を比較した研
究においても、測定精度は良好との結果が出てい
る12）。以降は加速度計法の活動量計に焦点を当て、
現状と課題を示す。
➴ᚡ≁ᘟ᪁㻑㼒㻱 ῼᏽ⤎ᯕ䛴ḿ☔䛛
㛏᭿㛣䛴
ῼᏽ
ῼᏽ䛴⠾
౼䛛 ㈕⏕
㻔
䝖䝩䞀䝢䝷䜯䝱
䝮䞀䝥䞀䝃䟺䜬䝑䝯
䜲䞀௥ㅨῼᏽᐄ䟻
Ẵᐠᵋ㏸䛴㒂ᒁ䛴୯䛭㻕㻗᫤㛣㐛䛚䛝䚮አ㒂䛑䜏㏞䜐㎰䜙䛦✭Ẵ䛴㓗⣪䛮஦㓗໩⅛⣪⃨ᗐ䛒䚮⁣ᅹ⩽䛴࿣ྺ䛱䜎
䜐ን໩䛟䜑䛙䛮䜘ฺ⏕䛝䛬䚮㻔᪝䛴⥪䜬䝑䝯䜲䞀ᾐ㈕䜘ῼᏽ䛟䜑䚯ெ㛣䛴䜬䝑䝯䜲䞀௥ㅨ䜘᭩䜈ḿ☔䛱ῼ䜑䛙䛮䛒
䛭䛓䜑䛒䚮ᇱ♇௥ㅨ䜊㣏஥ㄇⓆᛮ⇍⏐⏍䜘ྱ䜅䚮㌗మὩິ䛱䜎䜑ᾐ㈕䜬䝑䝯䜲䞀ị䜇䜑ሔྙ䛵䛣䜒䜏䜘ᕣ䛝ᘤ䛕
ᚪこ䛒䛈䜑䟺㻱㼒㻑㻕䡐㻗䚮㻜䜈ྜྷ䛞䟻䚯䜄䛥䚮䝅䝧䝷䝔䞀䛮䛊䛌ᗀ䛛䛒โ㝀䛛䜒䛥⎌ሾ䛴୯䛭䛴䜅ῼᏽྊ⬗䚯
䕸 䕝 㽙 㽙
㻕 ஦㔔ᵾㆉỀἪ
஦㔔ᵾㆉỀ䟺䛣䜒䛤䜒Ề⣪ཀྵ䛹㓗⣪䛴Ꮽᏽྜྷనమ䛭䛈䜑㻕㻫ཀྵ䛹㻔㻛㻲䜘㇇ᐣ䛱ྱ䜆Ề䟻䜘౐䛩䛥ῼᏽ᪁Ἢ䚯
Ὡິ๑䛱஦㔔ᵾㆉỀ䜘ᢖ୙䛟䜑䚯㌗మὩິ㔖䛴ኣ䛊ெ䛵㓗⣪䜘ኣ䛕౐䛌䛥䜇䚮మ䛴Ềฦ୯䛴㻔㻛㻲䛴⃨ᗐ䛒㏷䛕
⷟䛕䛰䜑䛙䛮䜘ฺ⏕䛝䛬䜬䝑䝯䜲䞀ᾐ㈕㔖䜘ビ౮䛟䜑䚯ᏽ᭿Ⓩ䛱ᑺ䜘䛮䜑䛦䛗䛰䛴䛭䚮ᬉṹ䛯䛐䜐䛴⏍Ὡ䜘䛟䜑䛙
䛮䛒ྊ⬗䚯஦㔔ᵾㆉỀ䛒㧏౮䛰䛙䛮䛮䚮▯᫤㛣䛴Ὡິ㔖䛵ῼᏽ䛭䛓䛰䛊䛙䛮䚮ฦᯊ䛱㧏ᗐ䛰ᢇ⾙䜘こ䛟䜑䛙䛮䛒
㞬Ⅴ䛮䛛䜒䛬䛊䜑䚯
䕸 䕝 䕝 㽙
㻖 䝄䜴䝭䜽䝔䝇䜴Ἢ 䝄䜴䝭䜽䝔䝇䜴䛮ゕ䜕䜒䜑࿣Ẵ᤿㞗⏕䛴⾼䜘⫴ㇿ䛩䛬䚮䛣䜒䛮᥃⤾䛝䛥࿣ྺ䝢䜽䜳䜘௛䛗䛬Ὡິ䛝䚮࿣Ẵ䜘⵫✒䛝䚮㓗⣪䛮஦㓗໩⅛⣪䛴㔖䛑䜏ᾐ㈕䜬䝑䝯䜲䞀㔖䜘゛⟤䛟䜑䚯㛏᫤㛣䛴ῼᏽ䛵㞬䛝䛊䚯 䕸 㽙 㽙 䕝
㻗 䝚䝰䜽䝔䜨䝚䝰䜽Ἢ 䝢䜽䜳䜘௛䛗䛬䚮࿣ྺẎ䛱㓗⣪䛮஦㓗໩⅛⣪䛴⃨ᗐ䚮ᥦẴ㔖䜘ῼᏽ䛟䜑䚯㛏᫤㛣䛴ῼᏽ䛵㞬䛝䛊䚯 䕸 㽙 䕝 䕝
㻘 ຊ㏷ᗐ゛Ἢ
ຊ㏷ᗐ䜿䝷䜹䜘⏕䛊䛬䚮ຊ㏷ᗐ䛴䝕䝃䞀䝷䛑䜏㐘ິ䛴⛸㢦䝿ᙁᗐ䜘᥆ᏽ䛝䛬䚮㌗మὩິ㔖䟺ᙁᗐ䛮䛣䛴ᣚ⤾᫤
㛣䟻䜘᥆ᏽ䛟䜑䚯Ẓ㍉Ⓩ⢥ᗐⰃ䛕㌗మὩິ㔖䜘ị䜇䜑䛙䛮䛒䛭䛓䜑䛒䚮㝭ṹ䛴୕䜐ୖ䜐㻃䜊Ⲭ∸㐘䛹䛰䛯ᙁᗐ䜘
ḿ䛝䛕ビ౮䛭䛓䛰䛊ሔྙ䛒䛈䜑䚯
䕵 䕸 䕸 䕸
㻙 Ṅᩐ゛Ἢ
㌗䛱╌䛗䛥Ṅᩐ゛䛱エ㘋䛛䜒䛥᪝䚱䛴Ṅᩐ䛴ᐁ⦴䛑䜏䚮㌗మὩິ㔖䜘᥆ᏽ䚯㧏㱃⩽䛰䛯䛭Ṅ⾔㏷ᗐ䛒ᴗ❻䛱
㐔䛕䛰䛩䛥ሔྙ䛰䛯䚮Ṅᩐ䛴ㄏᕣ䛒ኬ䛓䛕䛰䜑ሔྙ䛒䛈䜑䚯
䜼䝫䜲䝷䜴➴䛴ᙁᗐ䛒Ṅ⾔䜎䜐䜈ኬ䛓䛊Ὡິ䛵㌗మὩິ䜘㐛ᑚビ౮䛟䜑䚯
䕝 䕸 䕸 䕸
㻚 䜦䝷䜵䞀䝌Ἢ 䚭エ㘋⏕⣤䛱⏍ὩὩິ⤎ᯕ䜘エ㏑䛝䚮䛣䜒䜘ᇱ䛱㌗మὩິ㔖䜘᥆ᏽ䚯エ᠀㐢䛊䜊䚮㐘ິᙁᗐ䛴ㄏᕣ䛰䛯䛱䜎䜐䚮⢥ᗐ䛴㧏䛊᥆ᏽೋ䜘ᚋ䜑䛴䛵㞬䛝䛊䚯 䕝 䕵 䕵 䕝
㻛 ᚨᢷᩐἪ ᙁᗐ䛒ኬ䛓䛊㌗మὩິ䜘⾔䛌䛮䚮ᚨᢷᩐ䛒ஸ㐅䛟䜑䛙䛮䜘ฺ⏕䛝䛬䚮㌗మὩິᙁᗐ䜘᥆ᏽ䛟䜑᪁Ἢ䚯ᚨᢷᩐ䛵ୌெୌெ␏䛰䜐䚮䜄䛥㌗మὩິ䛴≟Ἓ䛱䜎䜐ን໩䛟䜑䛴䛭䚮㐲᏿䜱䝧䝮䝚䝰䞀䜻䝫䝷䜘⾔䛌ᚪこ䛒䛈䜑䚯 䕵 䕸 䕝 䕵
㻜 ⇍㔖゛Ἢ మහ䛑䜏Ⓠ䛟䜑⇍㔖䜘୕⭆➴䛱௛䛗䛥䜿䝷䜹䛭ῼᏽ䛝䚮䜬䝑䝯䜲䞀௥ㅨ㔖䜘᥆ᏽ䛟䜑䚯಴ெᕣ䛒ኬ䛓䛊䛴䛭䚮஥๑䛴䜱䝧䝮䝚䝰䞀䜻䝫䝷䛒ᚪこ䛭䛈䜑䚯 䕵 䕵 䕝 䕵
身体活動量の測定法の比較3-1
活動量計の現状と課題3-2
3 身体活動量の測定に関する技術動向および課題
27
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3–2–2　3 軸加速度センサを搭載した活動量計
　図表 7 の No.3 から No.8 のように、最近は 3 軸の
加速度センサを搭載した活動量計が主流になってい
る。3 軸加速度センサ方式の方が１軸方式に比べて
計測誤差は減少する傾向にあるが、階段の上り下り
や荷物運び等の活動の計測誤差が大きい点の改善は
図表 7　活動量計の例
出典：参考文献 13 を基に科学技術動向センターが追記
図表 8　1軸加速度センサを用いた活動量計の算出強度とダグラスバッグ法による強度の比較例
十分とは言えない。なお、海外においても 2 軸また
は 3 軸の加速度センサを内蔵した活動量計が主流に
なってきた14）。
3–2–3　気圧センサ（高度センサ）を搭載した
　　　　活動量計
　上下方向への移動を検知するために、図表７の
No.4 のように、加速度センサに加えて、微小な気
圧の変化も認識することが可能な気圧センサを
搭載した活動量計が考案された15）（No.6 と No.8
も気圧センサを搭載）。加速度
の変化のパターンの違い等か
らエレベーターによる移動と
自力での階段上がりを区別す
ることが可能であるが、現状
ではステップ運動（踏台昇降）
の よ う な 10 cm か ら 20 cm の
高さを上下するような活動に
は対応していない。
　以上のように、まだ身体活
動強度を正確に測定すること
が難しい活動があり、加速度
センサに心拍／脈拍数センサ
を併用して活動強度の推定精
度を高める試み（例えば腕時
計型脈拍計 16））や、図表 7 の
No.1 のように加速度センサに
から活動の強度を推定している。No.2 の場合、図
表 8 に示すように、階段の上り下りや掃除機かけ等
は活動強度の推定誤差が大きい13）。
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や気圧センサに加えて、心拍または脈拍センサ、
GPS、ジャイロ、温度センサ等を組み合わせること
や、処理アルゴリズムの工夫によって、多種多様な
シーンにおける活動の強度を正確に測定することが
できる活動量計を実現する。そして、他の活動量計
の精度評価に用いると共に、開発成果を他の活動量
計の測定精度向上にも活用することが望ましい。
　この研究開発の最終段階で行う測定精度の検証
は、多種類の活動を想定してダグラスバッグ法等と
の比較実験を行う必要がある。従って、多くの工数
／費用がかかるため、民間企業のみで行うことは難
しく、国による推進方策が必要である。
（3）身体活動と健康の関係に関する研究の推進
　測定精度が高くかつ精度が保障された活動量計が
普及すれば、運動疫学研究にも有用な高精度なデー
タを得ることができる。それを用いて現在手薄と
なっている 65 歳以上および 17 歳以下を含む日本人
の身体活動と健康に関する研究を推進し、より健康
長寿につながる身体活動等の条件を明らかにしてい
く必要がある。
　なお、研究の推進のためには、できるだけ多くの
活動量計で測定されたデータを研究機関等が利用で
きるシステムを構築することが望ましい。
謝辞
　本稿の執筆にあたり、国立健康・栄養研究所健康
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（1）活動量計の精度基準の制定等
　活動量計により測定されたデータを医療や疫学研
究などで有効利用するためには、その精度が明らか
になっている必要がある。現在は市販されている活
動量計の精度基準が定まっていないため、活動量計
の精度基準およびその精度を保証するための基準
（使用すべきアルゴリズム、精度を確認するための
試験の手順・基準など）を定める必要がある。
（2）様々な身体活動量を正確に測定できる高精度な
　　活動量計の研究開発の推進
　従来の活動量計で用いられている加速度センサ
　身体活動強度を簡便にかつ正確に測定可能な活動
量計が開発され、普及した場合、以下のような成果
が期待される。
3–3–1　身体活動と健康の関係に関する研
　　　  究の進展
　運動疫学研究に活用可能な有用な高精度なデータ
を得ることが容易になる。それを用いて日本人の身
体活動と健康に関する研究を推進すれば、より健康
長寿になる身体活動等の条件が明らかになることが
期待される。
　
3–3–2　セルフメディケーションへの貢献
　研究の進展で明確になった健康長寿のために最適
な身体活動の条件を目標にして、各個人が自分の健
康を自分で管理していく、いわゆるセルフメディ
ケーションのための効果的なツールとして活用され
るようになることが期待される。
ジャイロセンサを付加して多様な体の動きを検知
し、身体活動量をより正確に推定しようとする試
みがされている17）。また、活動量計そのものの研
究開発ではないが、複数の加速度センサを体の異
なる位置に装着して、数十種類の業務上の行動を
識別する研究も行われている18）。しかしながら多
種多様な活動の強度を例外なく正確に測定できる
活動量計は実現していない。
高精度な活動量測定の意義・
必要性3-3
4 提言
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健康長寿のために重要な身体活動量の測定に係る課題
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中沢　孝
科学技術動向研究センター　特別研究員
群馬県出身。大学院修士課程（専門はマイクロ波アンテナ）修了後宇宙開発機関に
てロケット搭載機器の開発や宇宙飛行士訓練設備の整備、宇宙食の開発等に従事。
2011年 6月より、ライフサイエンス分野の調査・分析を担当。健康寿命の向上に
興味がある。趣味はランニングとスクエアダンス。
参考文献
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　ロシアの宇宙開発活動は、国際宇宙ステーション
への搭乗員および物資輸送の確実な遂行や全球測
位衛星システム「GLONASS」のフル運用開始、商
業打上げのシェア獲得など一部の分野では世界の
トップクラスの技術力と実績を有するが、最近ロ
ケットの打上げ失敗や軌道上の衛星の故障などが
相次ぎ、ロシア連邦宇宙庁（FSA）の管理能力や宇
宙産業界の製造能力などに対する信頼が揺らいで
いる。そのような中で、地球観測分野は華々しい有
人宇宙飛行分野の陰に隠れてあまり目立たないが、
衛星ミッションの拡大や地上インフラの整備、複数
の画像配布企業による競争的な利用拡大などを国
家主導で推進しており、ここ数年間で注目すべき変
化がみられる。本稿では、ロシアの地球観測活動の
現状と課題を紹介し、今後の方向性を考察する。
　ロシアでは、1957 年の「スプートニク 1 号」以来、
2013 年 8 月までに 3,120 回のロケット打上げが行わ
れ、3,384 機のロシア衛星と 335 機の外国衛星が軌道
に投入された。このうちロシアの地球観測衛星の累
積打上げ数は 1,300 機以上に及ぶ。軍事目的（偵察、
電子的情報収集、早期警戒、海洋監視など）のもの
が多く、民生用はきわめて少ない。宇宙輸送の分野
では、国際宇宙ステーションへの確実な輸送につい
ては高い信頼を得ているが、最近はロケット打上げ
各国の地球観測動向シリーズ（第4回）
ロシアの地球観測活動の方向性
―世界シェアの獲得と
商業化による地球観測利用の拡大―
　ロシアは世界最大のロケット打上げ実績・有人宇宙飛行実績を有する宇宙開発大国である。その反面、
地球観測活動については米欧のみならず中国やインドなどの宇宙先進国にも後れを取っており、効率性
向上・世界シェアの拡大・商業部門の再編成などが課題となっている。財政的に厳しい制約がある中で、
衛星数の増加計画、国際災害チャーターへの参加、画像販売企業の競争的な発展など明るい兆しも見ら
れる。地球観測の応用面では、政府の各省、宇宙機関、気象機関などが地球観測衛星の画像データを収
集・解析し、北極海の海氷監視、災害対応、環境監視、森林管理などの定常的な活動に役立てている。
　夏季の北極海の海氷は地球温暖化の影響により年々縮小しており、北極海航路が将来の海上輸送の大
動脈になると期待されている。我が国も欧州への最短航路として注目している。北極海航路を航行する
船舶を先導する砕氷船は、衛星技術を駆使している。
　また、ロシアでは洪水や床下浸水など水災害の割合が高くなっている。2013年から国際災害チャー
ターに参加し、衛星による観測データを災害対策に利用している。
キーワード：ロシア連邦宇宙庁，地球観測センター，データポリシー，北極海航路，国際災害チャーター
辻野 照久
科学技術動向研究
　概　　要
1 はじめに
2 ロシアの宇宙開発利用の概況
31
ロシアの地球観測活動の方向性―世界シェアの獲得と商業化による地球観測利用の拡大―
科 学 技 術 動 向　2013年 10月号（139号）
　ロシアの宇宙活動の長期的な国家政策は 2013 年
4 月 19 日に大統領の署名により承認された1）。その
中で、地球観測に関しては、「地球観測および宇宙
天気データ配布の効率化」、「宇宙産業分野の世界市
場におけるロシアのシェア拡大」、「国家宇宙活動に
おける商業部門の編成」などがあげられている。こ
れらの政策は単なるスローガンではなく、新戦略に
沿った新たな動きが既に始まっていることを踏ま
えて打ち出されている。
　ロシアの地球観測活動はロシア連邦宇宙庁（FSA
または ROSKOSMOS）が中心となっており、今後
の地球観測衛星打上げ計画やデータポリシーの策
　ロシアにおいて地球観測データを収集・解析し、
それぞれの目的に応じた成果を得るための活動を
行っている組織は、ロシア連邦宇宙庁・水文気象
環境観測局（ROSHYDROMET）・非常事態省（正
式には民間防衛問題・非常事態・自然災害復旧省、
EMERCOM）、天然資源・環境保護省（MNR）・ロ
シア科学アカデミー（RAN）などがあり、それぞれ
複数の衛星データ受信局を運用している。それらの
位置付けを図表 1 に示す。
（1）ロシア政府各省
①非常事態省2）は、森林火災・火山噴火・地震・洪
水・油流出などの災害対策で地球観測画像を利
定なども行っている。FSA の年間予算は 2009 年に
約 2,700 億円で、このうち 400 億円程度が地球観測
分野の衛星開発・施設運営・解析研究などに充て
られているとみられる。ただし、大統領が積極的な
長期宇宙計画を推進している一方で、予算割当てを
行う財務省は宇宙活動に対し常に大幅な予算削減
を求めており、2014 年以降、数年間にわたって合
計約 2,000 億円相当を削減する方針を打ち出してい
る。このため、シベリア東部に建設中のボストーチ
ヌイ射場の建設予算や有人宇宙飛行なども影響を
受ける可能性がある。ロケット打上げや軌道上の衛
星に次々と失敗が生じていることも財務省の抑制
方針に拍車をかけていると考えられる。
時や衛星の軌道投入時に、大統領が初歩的なミスと
嘆くほどのごく些細な、しかし致命的な失敗を繰り
返している。この背景にはロシア宇宙産業の技術者
が高齢化し、待遇の低さからくる中堅層の空洞化や
若手育成の困難さなどがあり、たとえば溶接のコツ
を教えるといった初歩的なところから若手技術者
の育成をしていかなければならない状況である。
　ロシアが打ち上げた外国衛星のうち、地球観測衛
星はドイツの 13 機など世界 23 か国 2 機関の 56 機
に達し、約 6 分の 1 を占める。
図表 1　ロシアの地球観測関係組織
出典：各種資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
非常事態省
航空宇宙防衛軍
大統領
首相
運輸省
水文気象環境観測局
教育・科学省
ロシア科学アカデミー
宇宙科学研究所
国防省
ロシア連邦宇宙庁
ロシア宇宙システム
地球観測センター
注：斜字体の略称はロシア語の頭文字を英語表記したもの
ロケット企業 ・・・ Khurunichev
有人宇宙船 ・・・・・・ Energiya
通信衛星 ・・・ ISS Reshetvev
・・・・・
プラネタ宇宙水文・
気象学研究所
農業省 天然資源・環境保護省
大気物理学研究所 森林研究所地磁気・電離層・
電波伝播研究所
3 地球観測関係の活動状況
地球観測政策3-1 地球観測活動を実施する組織3-2
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図表 2　運用中の民生用地球観測衛星（2013 年 10 月 1 日現在）
出典：COSPAR Information Bulletin などを基に科学技術動向研究センターにて作成
用している。
②国防省は、傘下の航空宇宙防衛軍において偵察衛
星・通信衛星・航行測位衛星・海洋監視衛星・ミ
サイル早期警戒衛星・電子情報収集衛星など国防
関係の衛星を多数打ち上げ、運用を行っている。
③農業省は、穀物生育などで地球観測画像を利用
している。
④天然資源・環境保護省3）は、森林管理や油田の汚
染対策などで利用している。
⑤教育・科学省傘下のロシア科学アカデミー4）には
宇宙科学研究所、地磁気・電離層・電波伝播研
究所、大気物理学研究所、森林研究所など地球
観測に関係する研究所が多数ある。
⑥運輸省は、海上航路の運航管理を行っており、
　今後北極海航路の船舶運航管理を行う東西 2 か
　所の海運本部（MOH）において衛星のレーダ画
　像による海氷監視が重要になってくる。運輸省
　傘下の水文気象環境観測局（ROSHYDROMET）5）
　は気象観測と大気観測業務が集約されており、
　気象衛星による観測の他、全国 22 か所の地方気
象台や航空機および現場観測システムを通じて
データを収集する体制を整えている。
　ROSHYDROMET 傘下にはプラネタ宇宙水文・
気象学研究センターがある。
（2）ロシア連邦宇宙庁（FSA）6）
　ロシアの民事宇宙活動は FSA が中心となって実
施されている。FSA 長官は主に国防軍出身者から任
命されており、現在のポポフキン長官の前職は国防
省副大臣である。2013 年 10 月時点での職員数は約
190 名である。FSA はロケット・衛星の研究開発・
製造や宇宙開発活動の支援を行う 100 社以上の国
営企業群を管轄している。2013 年 9 月、ロゴジン副
首相はこの企業群の一部を国営の「ユナイテッド・
ロケット・スペース社（United Rocket and Space 
Corporation）」に統合する構想を発表した7）。一部の
機関は FSA に組み込まれ、宇宙企業を引き続き管
轄する FSA の職員数は 450 名に増員される計画で
ある。
（3）地球観測関連企業
①地球観測衛星製造企業
　FSA 傘下で地球観測衛星を開発・製造した
実績を有する企業は 6 社ある。そのうち、現在
運用中の衛星を製造している企業は、TsSKB 
Progress 社8）（「Resurs」シリーズや回収式偵察衛
星を多数製造）、NPP VNIIEM 社9）（電気機械技術
研究所、極軌道気象衛星「Meteor M」と地震予
測・大気観測衛星「Kanopus V」を製造）および
NPO Lavochkin 社10）（静止気象衛星「Elektro L」
を製造）の 3 社である。
②地球観測画像関連企業
　FSA 傘下で地球観測データを受信し官公庁や
一般ユーザに販売している企業は 2 社ある。上場
企業のロシア宇宙システム社（OAO RSS）に属す
る地球観測センタ （ーNTs OMZ）11）とロシア連邦
宇宙庁傘下の R&D センター（RDC） ScanEx 社12）
である。NTs OMZ は 1991 年に設立され、2009
年に OAO RSS に統合され商業的に画像配布を
行うようになった。これら 2 社の他、SOVZOND
社13）はロシア衛星「Resurs DK‒1」の画像や外国
衛星の画像の販売を行っている。
（1）運用中の地球観測衛星
　現在運用中のロシアの民生用地球観測衛星は図
表 2 に示すように 5 機ある。2003 年 12 月から 2009
年 9 月まで、ロシアでは気象衛星の空白期間が続い
ていたが、最近数年でようやく観測体制が整ってき
たといえる。
（2）今後の計画
　ロシア連邦宇宙庁は今後数年以内に民生用地球
分野 衛星名 打上げ年月 センサ 空間分解能 所有 
機関 
衛星製造 
企業 
陸域 
Resurs DK-1 2006年 6月 パンクロマチック 2m-3m FSA Progress 
Resurs P-1 2013年 6月 パンクロマチック 3m-4m FSA Progress 
Kanopus V-1 2012年 7月 パンクロマチック 5m-50m FSA VNIIEM 
気象 
Meteor M-1 2009年 9月 
マルチバンド 
SAR（合成開口レーダ）
50m-100m 
500m-1000m
ROSHYD
ROMET/
FSA 
VNIIEM 
Elektro L-1 2011年 1月 マルチスペクトル 1km-4km Lavochkin 
ロシアの地球観測衛星の状況3-3
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　衛星画像データの受信局は各省庁や研究機関に
おいてそれぞれロシア全土に展開しており、主要な
ものだけでも 26 都市に 40 か所以上ある。施設の保
有者は非常事態省、天然資源・環境保護省、FSA、
ROSHYDROMET、ロシア科学アカデミー、画像販
売企業など多岐にわたる。
　ロシア衛星により取得した画像配布の許認可を
行う権限は FSA が持っている。FSA は地球観測の
データポリシーを策定し、販売価格設定や配布禁止
の分解能基準なども定めている。価格は一律ではな
く、商業目的や科学目的を区別し、データ量なども
勘案して分野ごとに定めている。
　地球観測センタ （ーNTs OMZ）は新たな観測セン
サの開発や SPI シリーズのアンテナなど地上局装
置の製造などを行う一方で、ロシアの地球観測衛星
の画像を主体とし、外国の地球観測衛星の画像デー
タも収集し配布している。もう 1 つの画像販売企業
である RDC ScanEx 社はロシア政府が設立したロ
シア連邦宇宙庁傘下の R&D センターである。外国
観測衛星を 15 機に増加させることを計画してお
り、2015 年には観測面積や観測頻度が 2011 年比で
2 倍から 4 倍に増加する方向にある。今後の地球観
測衛星打上げ計画として、Resurs：2 機、Kanopus：
2 機、Meteor：4 機、Elektro：2 機などを予定してい
る。この他、新たな役割をもつ衛星として北極海を
長時間観測できる衛星（Arktika）や X バンド SAR
を搭載した次世代地球観測衛星（Obzor R）などの
開発計画がある。
衛星の画像データを受信・購入して最終ユーザに
販売している。ロシア衛星の画像は扱っていない。
ScanEx 社が画像配布している外国衛星を図表 3 に
示す。ScanEx 社は画像配布だけでなく、UniScan と
いう商標の小型受信設備を全世界に向けて製造販
売している。
　このようにロシアの地球観測画像販売企業が推
進している事業は世界シェアの獲得や宇宙活動の
商業化というロシアの新戦略と合致している。
図表 3　ScanEx 社が画像を収集・配布する外国衛星
出典：各種資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
　ロシアの地球観測活動の主要な関心事は①北方
海域における経済活動のための海氷監視、②自然
災害対応、③カスピ海の油流出監視、④森林管理、
⑤大気汚染監視などである。このうち①と②につ
いて、地球観測衛星データの利用状況に注目して
事例を紹介する。
　ロシア経済にとってシベリア北部の海岸線から
北極点に至る北極海の重要性は非常に高い。北方
海域の沿岸には石油・ガス資源が豊富にあり、輸
送ルートとしての利用価値もある。近年、地球温
暖化の影響で海氷面積が年々最小記録を更新する
ようになり、1998 年以来途絶えていた北極海航路
（NSR=Northern Sea Route）の運航が夏季の短い
期間だけだが 2010 年以降毎年自然に開通するよう
になった14）。しかも開通時期が年々早くなってきて
いる。ただしロシアの NSR 運航規則により、砕氷
船が先導する必要がある。
　2009 年打上げの極軌道気象衛星「Meteor M‒1」
搭載の合成開口レーダにより独自に海氷監視を
行えるようになったことも安全運航管理に役立っ
ている。砕氷船を運用するロシア原子力船公社
（ROSATOMFLOT）は、海氷画像や GPS、衛星通
信など衛星利用技術を駆使して北極海航路の安全
を確保しており、海氷の中を進む方が波の高い大洋
の航海よりも安全であると自信を示している。北
極海には国際紛争がないことも安全運航確保に寄
与している。
　プーチン大統領は将来的に北極海が海上輸送の
大動脈になると述べている。2012 年は 46 隻の通航
衛星保有国 機関・企業 衛星名 
米国 
USGS Landsat 
NASA Aqua、 Terra 
NOAA Suomi NPP 
Digital Globe 
GeoEye、 
IKONOS 
ドイツ EADS Astrium TerraSAR-X 
フランス 
EADS Astrium SPOT 
CNES Pleiades 
カナダ MDA/GS RADARSAT
イタリア Eurimage Envisat 
イギリス DMCii UK-DMC 
イスラエル ImageSat EROS 
台湾 NSPO FORMOSAT 
地球観測衛星画像の受信と画像販売3-4
4 地球観測衛星データの利用事例
北方海域における
経済活動のための海氷監視4-1
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図表 4　国際災害チャーターが発動されたロシアの自然災害
出典：参考文献 17 などを基に科学技術動向研究センターにて作成
実績があり、我が国も既に石油製品の輸送を行うな
ど、欧州への距離短縮や安全面でメリットのある
北極海航路に対する関心が高まっている。2013 年
9 月には東京と札幌で北極海に関する国際セミナー
が開催され、ROSATOMFLOT 社長などロシアの
船舶関係者らが講演を行った。我が国の民間の気
象予報事業者であるウェザーニューズ社は、定常
的に北極海の海氷監視を行っており、ウェブサイト
で航路開通状況などの情報を公開している。同社は
2013 年 11 月に「WNISAT-1」という近赤外カメラ
を搭載した海氷観測衛星（重量 10 kg）をロシアの
ヤスヌイ射場からドニエプルロケットにより打ち
上げる予定である15）。
　ロシアの自然災害は、地震・洪水・大嵐・津波・
地すべり・雪崩・床下浸水・森林火災・渇水・土
壌流出・赤潮・カルスト陥没・火山噴火など 30 種
類以上ある。これらの自然災害の中で、影響を受
ける人口の多さや年間平均の経済的損失などの指
標をみると、ロシアでは洪水の被害が最も大きい。
自然災害発生時には、非常事態省などが衛星画像も
利用して対策措置をとっている。自国衛星による画
像だけでなく、外国衛星が取得した画像（災害発
生前の画像も含む）を無償で提供してもらえる「国
際災害チャーター」16）も利用している。
　ロシア南部の北カフカス連邦管区クラスノダール
（二等行政区都）付近では 2012 年に 6 週間の間にほ
ぼ同じ地域で 2 回の集中豪雨があった。2012 年 7 月
10 日に黒海に面したクルイムスク市に豪雨があり、
ロシアにとって最悪と言われるほどの被害があっ
た。さらに 8 月 22 日、約 200 ㎞離れたノヴォミハ
イロスキー市でも死者 4 人の洪水が発生した17）。連
続的に同一地域で発生した洪水被害に対し、ロシア
連邦宇宙庁と非常事態省は国際災害チャーターに画
像提供を要請し、プロジェクトマネージャとなった
米国地質調査所（USGS）がとりまとめを行った。
参考文献 17 にはこのとき提供された画像なども示
されている。この豪雨が発生した時点では FSA は
まだ国際災害チャーターに参加していなかったが、
2013 年 4 月に正式参加した。参加にあたってロシ
アは画像提供できる衛星の数を増やしていくこと
にも言及している。
　ロシアに関係する 2001 年以来の国際災害チャー
ター発動は 6 回あり、図表 4 にその履歴を示す。
当初は当事国であるロシアに関係なく欧州が発動
していたが、3 回目からは EMERCOM などが要請
を出すようになり、国際災害チャーター参加後の
2013 年 8 月に発生したアムール川の洪水では地球
観測センター（NTs OMZ）がプロジェクトマネー
ジャとなって世界各国から寄せられる衛星画像を
取りまとめた。このような経緯は、ロシアにおけ
る近年の地球観測活動の質的な変化をよく示して
いる。
　ロシアの地球観測活動は、最近になって新しい
地球観測衛星の打上げや国際災害チャーターへの
参加など着実な発展段階に入っている。ロシア政
府は、宇宙機関や宇宙産業に対し信頼性向上や企
業再編成の勧告を行うなど、宇宙開発利用に積極
的にコミットしている。大統領が承認した新たな
国家政策に基づき、地球観測の応用に本腰を入れ
年月日 災害種類 地域 被害状況 発動要請者 PM 
2001/5/22 洪水 レナ川（シベリア） 20 万人に影響 ドイツ海外事務所 ESA 
2002/6/29 洪水 北カフカス 不明 EU/EC ESA 
2002/9/27 地すべり 
北オセチア(北カ
フカス) 
死者 12 名、行方
不明 99 名 
EMERCOM ESA 
2012/7/10 洪水 
クルイムスク市
(北カフカス) 
死者 171 名、住宅
浸水 600 戸 
FSA/EMERCOM USGS 
2012/8/22 洪水 ノヴォミハイロスキー市（北カフカス） 死者 4名 FSA/EMERCOM USGS 
2013/8/19 洪水 アムール川（極東） 避難者 17,000 名 EMERCOM NTs OMZ
PM=プロジェクトマネージャ（全世界の参加機関から提供された画像データや分析のとりまとめを行う担当組織） 
ESA=欧州宇宙機関
自然災害対応と
国際災害チャーターへの参加4-2
5 おわりに
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1）　宇宙活動の分野における 2030 年まで及びそれ以降の長期的なロシア連邦の国家政策の原則 2013 年 4 月 19 日：
　　http://www.federalspace.ru/media/ﬁ les/docs/3/osnovi_do_2030.doc
2）　非常事態省のウェブサイト：http://www.emercom.ru/main_e.html
3）　天然資源・環境省のウェブサイト：http://www.mnr.gov.ru/english/
4）　ロシア科学アカデミーのウェブサイト：http://www.ras.ru/（ロシア語）
5）　水文気象環境観測局のウェブサイト：http://meteorf.ru/（ロシア語）
6）　ロシア連邦宇宙庁のウェブサイト：http://www.federalspace.ru/（ロシア語）
7）　Дмитрий Рогозин провёл совещание по вопросу реформирования ракетно‒космической отрасли
（ロゴジン副首相、宇宙産業に関する会議を開催）2013 年 9 月 4 日：http://government.ru/vice_news/4286
8）　TsSKB Progress 社のウェブサイト：http://en.samspace.ru/（ロシア語）
9）　NPP VNIIEM 社のウェブサイト：http://www.vniiem.ru/ru/（ロシア語）
10）  NPO Lavochkin 社のウェブサイト：http://www.laspace.ru/rus/index.php（ロシア語）
11）  地球観測センター（NTs OMZ）のウェブサイト：http://eng.ntsomz.ru/
12）  RDC ScanEx 社のウェブサイト：http://www.scanex.ru/en/
13）  SOVZOND 社のウェブサイト：http://www.sovzond.ru/en/
14）  「海氷予報　北極海航路のカギ」、読売新聞、2013 年 8 月 15 日夕刊科学欄
15）  WNISat‒1：アクセルスペース：http://www.axelspace.com/projects/wnisat1.html
16）  国際災害チャーターのウェブサイト：http://www.disasterscharter.org/home
17）  「Flood in Russia（Black Sea Region）」2012 年 8 月 22 日、国際災害チャーター：
　　http://www.disasterscharter.org/web/charter/activation_details?p_r_p_1415474252_assetId=ACT‒403
始めたことは我が国でも参考になるところである。
　応用事例として取り上げた北極海の船舶航路は
我が国でも国立極地研究所などの研究機関や海運
業界の関心が高まっており、安全な運航を確保しト
ラフィック量を増大させる上で、地球観測衛星の
観測データによる適切な海氷予報が必須となって
くる。災害関係では、同一地域を 1 か月の間隔で
襲うダブル豪雨の被害が 2012 年にロシアで発生し
た。50 年に一度といわれる豪雨が 1 か月間に 2 回
起こるということは確率的には稀であるが、世界
的に各地で頻発する傾向にあり、衛星データを活
用して予報や復旧対策に役立てることが望まれる。
辻野　照久
科学技術動向研究センター　客員研究官
http://members.jcom.home.ne.jp/ttsujino/space/sub03.htm
専門は電気工学。旧国鉄で新幹線の運転管理、旧宇宙開発事業団で世界の宇宙開発動
向調査などに従事。現在は宇宙航空研究開発機構（JAXA）調査国際部調査分析課特
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